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かすみがうら市 

男女共同参画計画 



  

 

は じ め に 
 

 

近年、少子・高齢化の進行や国際化、情報

化の進展など社会情勢が目まぐるしく変化し

ている中、家族形態や人々のライフスタイ

ル・価値観なども多様化し急速な変革の時代

を迎えています。  
このような社会情勢に柔軟かつ的確に対応

し、豊かな地域社会を築いていくには、男女

が互いに人権を尊重し、責任を分かち合い、

性別にかかわりなく個性と能力を発揮するこ

とのできる男女共同参画社会の実現は必要不

可欠なものであります。  
そこで、かすみがうら市では、男女共同参画社会に関する取り組みを総合

的かつ計画的に推進するために、「 男 女
ひと と ひと

共に生き ふれあい育む豊かなま

ちをめざして」を基本理念として「かすみがうら市男女共同参画計画」を策

定しました。  
この計画書が策定され、かすみがうら市では男女共同参画社会形成のため

の第１歩を踏み出したところです。今後は、この計画書に基づいて様々な施

策を展開して参りたいと考えておりますが、市民の皆様におかれましても、

家庭・学校・地域・職場などあらゆる場において、男女共同参画が実感でき

る社会を目指し、その実現に向けて取り組んでいただきますよう、一層のご

理解とご協力をお願い申し上げます。  
最後に、この計画書の策定にあたり熱心にご審議いただきましたかすみが

うら市男女共同参画推進委員会の皆様をはじめ、貴重なご意見をお寄せいた

だきました市民の皆様や関係各位の皆様に厚くお礼申し上げます。  
 
 
  平成２０年３月  
 

かすみがうら市長  坪井   透  
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第１章 

 

計画策定にあたって 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１節 計画策定の趣旨       

第２節 計画策定の背景       
１ 世界の動き        
２ 日本の動き        
３ 茨城県の動き       
４ かすみがうら市の動き   

第３節 かすみがうら市の現状    
１ 人口の推移        
２ 女性の就労        
３ 男女共同参画に関する意識 
４ 男女共同参画社会について 
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第１節   計画策定の趣旨 
 
     
 わが国では、日本国憲法において個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、
これまで男女平等の実現に向けたさまざまな取組みが着実に進められてき

ましたが、現在でも解決すべき多くの課題が残されており、より一層の努力

が必要です。 
 ２１世紀に入り、私たちを取り巻く社会経済情勢は少子・高齢化、情報化、
国際化の進展、家族・地域社会の変化などにより大きな転換期を迎えていま

す。 
 このような変化に柔軟かつ的確に対応して、豊かな社会を目指していくう
えで、男女が互いにその人権を尊重し、責任を分かち合い、性別にかかわり

なく個性と能力を十分に発揮することのできる男女共同参画社会の実現は、

大変重要な課題となっています。 
 かすみがうら市では、「かすみがうら市総合計画」の中で市の将来像とし
て「きらきら いきいき ふれあい育む 豊かなめぐみ野」を掲げています。
かすみがうら市に誇りを持ち、誰もがまちづくりの主人公になれるまちを、

市民・事業者・市が一体になって創り育てるためには、あらゆる分野への男

女共同参画が必要な条件となります。 
 そこで、男女共同参画社会の実現に向けてかすみがうら市の目指す方向を
明らかにし、男女共同参画に関する取組みを総合的かつ計画的に推進するた

め、「かすみがうら市男女共同参画計画」を策定しました。 
 
 
 

第２節   計画策定の背景 
 
 

 

１９７５年 

（昭和５０年） 

国際連合は、１９７５年（昭和５０年）を「国際婦人年」と定め、同年メ

キシコシティで開催した「国際婦人年世界会議」では「世界行動計

画」を採択し、その翌年からの１０年間を、「国際婦人の１０年」と位置

付け、その目標を「平等・開発・平和」と定めました。 

１９７９年 

（昭和５４年） 

国連総会では、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する

条約（女子差別撤廃条約）が採択され、翌１９８０年（昭和５５年）に

「国連婦人の１０年中間年世界会議」において署名式が行われ、批

准に向けた各国の取組みが活発となりました。 

１ 世界の動き 

２



１９８５年 

（昭和６０年） 

「国連婦人の１０年ナイロビ世界会議」が開催され、西暦２０００年に

向けて、女性の地位向上のために各国が取組むべきガイドラインとし

て、「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」が採択されまし

た。 

１９９５年 

（平成７年） 

北京で開催された「第４回世界女性会議」では、「行動綱領」と「北

京宣言」が採択されました。この「行動綱領」には、女性の健康、女

性に対する暴力、意思決定における女性の参画など１２の課題が示

され、また「北京宣言」では「平等・開発・平和」のためにあらゆる分野

における女性の参画を求めることが明示されました。 

２０００年 

（平成１２年） 

ニューヨークで国連特別総会「女性２０００年会議」が開催され、「政

治宣言」と「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニ

シアティブ」が採択されました。 

 

 

 

 

１９４５年 
（昭和２０年） 

日本では、婦人参政権の付与が決定され、「衆議院議員選挙法」の

一部改正により、婦人参政権が具体化されました。翌年、「法の下の

平等」が記された「日本国憲法」が公布されました。 

１９８４年 
（昭和５９年） 

「女子差別撤廃条約」の批准に向けて国内法の整備が進められ、

「国籍法」および「戸籍法」の改正、翌年に「国民年金法」の改正、

「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労

働者の福祉の増進に関する法律」が制定されました。 

１９８７年 
（昭和６２年） 

「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」が策定され、１９９４年

（平成６年）、総理府に「男女共同参画室」、「男女共同参画審議

会」および「男女共同参画推進本部」が設置されました。 

１９９６年 
（平成８年） 

男女共同参画審議会の答申「男女共同参画ビジョン」を受けて、新

たな国内行動計画である「男女共同参画２０００年プラン」が策定さ

れました。 

１９９９年 
（平成１１年） 

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とした「男女共同参画社会基本法」が制定され、男女共同参画社

会の実現が２１世紀のわが国社会を決定する重要課題として位置付

けられ、社会のあらゆる分野において施策の推進が図られることにな

りました。 

２０００年 
（平成１２年） 

男女共同参画社会基本法に基づく初めての計画として「男女共同

参画基本計画」が策定されました。 

２００１年 
（平成１３年） 

中央省庁等改革に伴い、新たに内閣府に「男女共同参画局」およ

び「男女共同参画会議」が設置されました。 

２００５年 
（平成１７年） 

「男女共同参画基本計画（第２次）」が閣議決定され、この新しい計

画に基づいて男女共同参画社会の実現に向けた施策が推進されて

います。 

２ 日本の動き 

３



 

 
 
 

１９７８年 
（昭和５３年） 

生活福祉部に青少年婦人課を設置し男女共同参画への取組みを

始め、担当課が婦人児童課となるなどの所管を経て、１９９１年（平成

３年）には、婦人問題推進有職者会議からの提言を受けた「いばらき

ローズプラン２１」が策定されました。 

１９９４年 
（平成６年） 

福祉部に女性青少年課が設置されました。 

１９９５年 
（平成７年） 

「茨城県長期総合計画」に「男女共同参画社会の形成」として位置

付けられました。 

１９９６年 
（平成８年） 

県が取組むべき女性施策の指針として、男（ひと）と女（ひと）のよりよ

いパートナーシップの確立を基本理念とした「いばらきハーモニープ

ラン」を策定しました。 

１９９９年 
（平成１１年） 

プランの一層の推進と全庁的な取組みを可能とするため、女性青少

年課を福祉部から知事公室へ移す組織改編が行われました。 

２００１年 
（平成１３年） 

「茨城県男女共同参画推進条例」の施行、同時に「茨城県男女共

同参画審議会」が設置されました。さらに、「茨城県女性対策推進本

部」が「茨城県男女共同参画推進本部」と改称されました。 

２００２年 
（平成１４年） 

条例の基本理念を具現化し、実効性のある施策を展開していくため

に、「茨城県男女共同参画基本計画（新ハーモニープラン）」を策定

し、男女共同参画社会の実現に向けた取組みの方針を明確にしま

した。 

２００５年 
（平成１７年） 

あらゆる分野における女性の意欲的な取組みを支援するため、「女

性プラザ男女共同参画支援室」を開設しました。 

２００６年 
（平成１８年） 

「茨城県男女共同参画実施計画（平成１８年～平成２２年）」が策定

されました。 

 
 
 
 
 
 
これまでの男女共同参画に関する事項は、合併前は婦人児童課（旧千代田町）

と生涯学習課（旧霞ヶ浦町）において取組んできました。旧千代田町においては、

総合計画に位置付けされ、全体的には女性委員、女性管理職の見直し、女性団体

の育成等を実施してきました。また、旧霞ヶ浦町においても、総合計画の位置づ

けにより、女性委員等の見直し、女性団体の育成、各種講座（男性の料理教室）

を実施しました。 

３ 茨城県の動き 

４ かすみがうら市の動き 

４



 
２００５年 
（平成１７年） 

３月２８日、旧千代田町と旧霞ヶ浦町が合併し、市長公室企画課が

設置され女性行政推進の担当課となりました。 

１２月、「かすみがうら市男女共同参画行政の課題について」関係各

課代表による事務打合せを実施しました。 

２００６年 
（平成１８年） 

４月、組織改編により市長公室広聴広報課へ移管し、「かすみがうら

市男女共同参画推進委員会設置要項」を制定しました。 

７月、市内在住の２０歳以上の男女 1,500 名を対象に男女共同参画

市民意識調査を実施しました。 

１０月、「男女共同参画推進委員会」、「男女共同参画推進会議・検

討会」を設置し、総合的な推進に向けた第一歩を踏み出しました。 

２００７年 
（平成１９年） 

「男女共同参画推進委員会」、「男女共同参画推進会議および推進

会議検討会」を開催し、計画策定に関する協議を行いました。 

２００８年 
（平成２０年） 

市民意識調査報告書の結果を踏まえ推進委員会等での協議を重

ね、将来に向けての取組みを総合的・計画的に推進するため、「かす

みがうら市男女共同参画計画」を策定しました。 

５



 

 

第３節   かすみがうら市の現状 
 
 
  

 
かすみがうら市の人口は平成１０年の４５，９１０人から少しずつ減少を

続け、平成１８年には４４，４２２人となっています。 
 一世帯あたりの平均構成人数は平成１０年には３．２７人でしたが、平成
１８年には３．０６人となり、僅かに核家族化が進んでいます。 
 年代別では、０歳から１９歳の年齢層は減少傾向にあり５０歳以上は年々
増えています。さらに、３階層別人口でみると０歳から１４歳の若年者層は

減少し、６５歳以上の高齢者層が増加し、平成１２年には高齢者層の人口が

若年者層を上回り、かすみがうら市でも少子・高齢化の傾向がうかがえます。 
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資料：茨城県常住人口調査  

 

 

 ≪人口・世帯の推移≫  

（人）  （人）  

１ 人口の推移 

６
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資料：国勢調査 
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                    資料：国勢調査  

 

 

  
 かすみがうら市の人口の減少に伴い、就業者数も減少していますが、就業
者全体に占める女性の割合はほぼ横ばいとなっています。 
 女性の労働力状況を年代別にみると、２０歳代と４０歳代が頂点となり、
３０歳代が底となりＭ字型を描いています。これは、女性の労働力が出産・

育児期に低下し、育児期を終えた４０歳代に再就職をしているものと考えら

れます。 
 

（人）  
 ≪年齢３階層別人口≫

（人） 

  ≪年代別人口の推移≫

２ 女性の就労 

７



 

 

≪かすみがうら市の就業者および就業者全体に占める女性の割合の推移≫ 

区  分 就業者数（人） うち女性（人） 女性の比率（％） 

昭和６０年 21,247  8,159 38.4 

平成 ２年 22,510  8,639 38.4 

平成 ７年 24,380  9,358 38.4 

平成１２年 24,094  9,578 39.8 

平成１７年 23,250  9,456 40.7 

 

 資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               （％）  

 ～19 歳 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 

全   国 16.8 69.8 61.9 71.7 63.7 33.6 

茨 城 県 16.7 70.2 61.7 71.4 63.3 32.9 

かすみがうら市 16.4 70.5 65.2 75.8 69.0 40.4 

 

           資料：国勢調査 

 

 

  ≪女性の年齢階層別労働力率≫

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

～19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代

全国

茨城県

かすみがうら市

（％） 

８



 
 市民意識調査によると、社会全体でみた場合、男女の地位の平等に関する
意識について、男性は６割以上が、女性は８割以上が「男性が優遇（どちら

かといえばを含む。）」されているという意識があり、依然として男性中心の

社会と感じている方が多いことを裏付けている結果となっています。 
 項目別にみると、「社会通念、慣習、しきたり」、「家庭生活（家事育児な
ど）」、「政治の場」、「職場」については、６割を超える方が「男性が優遇」

されているという意識をもっています。これらは、家庭、就業といった生活

を営むうえでの日常場面に集約されることから、毎日の生活の中に不平等感

が存在していることがうかがえます。 
 比較的平等と感じる意識が高い項目としては、「学校教育の場」が挙げら
れ、６割を超える方が「平等」という意識をもっています。次に「法律や制

度」、「地域活動」があげられ、これは、ボランティア活動などの参加者に女

性が多いということがひとつの要因と考えられ、「参加する機会」の多少が

平等意識に影響を与えているということが分かります。 
 男女間の意識という点でみると、すべての項目で、女性の方が、より「男
性が優遇」されているという意識をもっており、特に「法律や制度」におい

て、男性は５割強の方が「平等」と感じていることに対して、女性は約３割

となっており、その格差が大きくなっています。 
 そのような格差を縮め、今後、男女が社会のあらゆる分野でもっと平等に
なるために重要なのは「女性を取り巻くさまざまな偏見、固定的な社会通念、

慣習、しきたりを改めることと」感じている方が５割近くを占めており、日

常的な生活の中に問題が存在していることがうかがえます。 
 

12.7

4.6

73.1

59.9

6.6

21.8 8.8

4.1

3.9

2.3
0.3

0.5

1.0

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女

男

１．男性の方が非常に優遇されている ２．どちらかといえば男性の方が優遇されている

３．平等である ４．どちらかといえば女性の方が優遇されている

５．女性の方が非常に優遇されている ６．わからない

７．無回答

 

資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

 

  ≪社会全体でみた男女の地位の平等感≫

３ 男女共同参画に関する意識 

９
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22.7

9.9

24.9

15.0

67.7

59.6

34.2

10.2

34.2

16.2

49.6

33.0

22.7

10.7

55.5

32.5

7.6 6.6
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7.1
3.8 8.8

1.7 1.8 0.5 0.7

0.0
1.2

4.9 4.8 3.2
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9.9

8.1

11.9

0.5 1.0 1.7 1.3 2.0 2.5 1.2 2.5 1.2 1.8 1.2 2.3 1.0 2.5 0.7 2.8

3.63.34.4

5.3

8.3

1.3
3.2

5.8

0.5
2.9

0.53.4

1.0 0.5

0.3

0.5

0.3
0.3

0.0

0.0

5.8 7.1
5.4

8.9
7.6

9.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

1）家庭生活

（家事・育児など）

2）職場 3）学校教育の場 4）政治の場 5）町内会、自治会

などの住民組織

6）地域活動 7）社会通念、慣

習、しきたりなど

8）法律や制度

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性が優遇 どちらかとい

えば男性が

優遇

どちらかとい

えば女性が

優遇

　　　平等 女性が優遇 わからない 　　無回答

資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査

  ≪各分野の男女の地位の平等感≫  

  ≪男女が平等になるために重要なこと≫ （％） 

資料：平成１8 年度男女共同参画市民意識調査

18.5

31.9

24.7

3.9

2.4

2.5

47.3

30.1

0.0 20.0 40.0 60.0

１．法律や制度の上での見直しを行い、女性差
別につながるものを改めること

３．女性自身が経済力をつけたり、知識、技術
を習得するなど、積極的に向上を図ること

５．国や地方公共団体や企業などの重要な役
職に一定の割合で女性を登用する制度を採

用・充実すること

７．わからない

１．法律や制度の上での見直しを行い、女性差別につながるものを改めること

２．女性を取り巻くさまざまな偏見、固定的な社会通念、慣習、しきたりを改めること

３．女性自身が経済力をつけたり、知識、技術を習得するなど、
　　積極的に向上を図ること

４．女性の就業、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図ること

５．国や地方公共団体や企業などの重要な役職に一定の割合で
　　女性を登用する制度を採用・充実すること

８．無回答

６．その他

７．わからない
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市が今後、進めていく施策について、力を入れていく項目としては、「男

女がともに働きやすい職場環境の整備」、「保育や介護サービスの充実など仕

事と家庭の両立支援」、「育児・介護休業制度の充実」の順となっており、就

業や福祉関連に対する積極的な施策展開が求められています。 
 

53.8

30.6

18.8

13.2

2.9

4.6

9.3

0.7

5.9

59.1

60.4

30.2

33.8

34.0

15.0

4.1

4.3

5.6

1.5

5.3

30.6

58.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

１．仕事と家庭の両立を支援するための保育や介護の体

制を充実する

２．企業が、男女ともに家庭と仕事を両立できる職場環境

を整える

３．労働時間を短縮したり、在宅勤務、フレックスタイムの

導入等を企業に働きかける

４．育児・介護休業制度の一層の充実を図る

５．男性が、家事等に参加することへの抵抗感をなくす

６．男性が、企業中心の生き方、考え方を改める

７．男性同士が考えを交換できるような機会を充実する

８．男性に対する啓発活動を充実する

９．女性が男性に経済力や出世を求めないようにする

10．その他

11．無回答

男 女

（％） 

≪男女共同参画について、  

市はどのようなことに力を入れていくべきだと思いますか≫  

資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

４ 男女共同参画社会について 

11 
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第２章   

 

計画の概要 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 計画の基本理念      
２ 計画の位置付け      
３ 計画の期間     
４ 計画の体系        
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 かすみがうら市では、少子・高齢化、情報化、国際化の進展や家族・地域

社会の変化に柔軟かつ的確に対応して、豊かなまちを築くため、男女が互い

にその人権を尊重し、責任を分かち合い、性別にかかわりなく個性と能力を

十分に発揮できる男女共同参画社会づくりを目指します。 
 そこで、「かすみがうら市男女共同参画計画」では、男女共同参画社会基
本法の５つの基本理念を踏まえ、「男女

ひととひと

共に生き ふれあい育む豊かなまち
をめざして」を基本理念として掲げることとします。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画社会基本法基本理念 

◇男女の人権の尊重 

◇社会における制度又は慣行についての配慮 

◇政策等の立案及び決定への共同参画 

◇家庭生活における活動と他の活動の両立 

◇国際的協調 

「かすみがうら市男女共同参画計画」基本理念 

男女
ひ と と ひ と

共に生き 

  

ふれあい育む豊かなまちをめざして 

１ 計画の基本理念 

14 



 

 

 
（１）計画は、男女共同参画に関する施策について総合的かつ計画的な推進

を図るため、その基本的な考え方と施策の基本的方向を具体的に示すも

のとします。 

（２）計画は、「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に基づくもので

あり、国の「男女共同参画基本計画」、県の「茨城県男女共同参画基本

計画」と整合性を図り策定するものです。 

（３）計画は、「かすみがうら市総合計画」に基づくものであり、各分野に

おける他の部門別計画との整合性を図り策定するものです。 

（４）計画は、平成１８年度に実施した「かすみがうら市男女共同参画社会

市民意識調査」の結果やかすみがうら市男女共同参画推進委員会など、

市民の声を反映して策定するものです。 
 

 

 

 

計画の期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間とします。 
ただし、今後の社会経済情勢の変化等を考慮し、必要に応じて見直しを

行うものとします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の位置付け 

３ 計画の期間 
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基本理念  ☆ 男女

ひ と と ひ と

共に生き ふれあい育む豊かなまちをめざして ☆ 
 
 
 
基本目標Ⅰ   互いに支え合う家庭環境づくり         [施策の方向] 

（１）家事・育児・介護等に対する男性の参画推進 

（２）家庭内暴力の発生を防ぐ体制づくり 

（３）相談体制の充実、被害者支援体制づくり 
基本施策１ 

家庭生活への男女共

同参画の促進 

（４）男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見

直し 

（１）子どもが健やかに育つ生活環境の整備 
基本施策２ 子育てへの支援 

（２）地域で支え合う子育ての支援 

（１）高齢者が安心して暮らせる環境づくり 

（２）高齢者の社会参画促進 基本施策３ 
高齢者、障害者など

に対する支援 
（３）障害者自立支援の推進 

（１）生涯を通じた健康に関する意識の浸透 
基本施策４ 

生涯を通じた健康へ

の支援 （２）心身の健康保持・増進への支援 

 

 

 

 

基本目標Ⅱ   多様な働き方を支える意識づくり  
（１） 男女共同参画の視点に立った職場づくり 

（２）女性の能力を発揮するための支援 

（３）働く女性の健康管理措置の促進 
基本施策１ 

働く場における労働環

境条件の整備 

（４）セクシュアル・ハラスメントの防止対策の推進 

基本施策２ 
家庭と両立する労働

の促進 
（１）職場と家庭の両立の支援 

（１）多様な働き方を可能にする就業条件の整備 

（２）起業、再就職に対する支援 
基本施策３ 

多様な働き方への支

援 
（３）農林水産業・商工業等の自営業における男女が共

に働きやすい環境整備 

 

 
 

４ 計画の体系 
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基本目標Ⅲ   互いに人権を認め合う社会づくり  

（１）男女が共に参画する地域活動の促進 

（２）人材育成と地域活動支援の充実 

（３） 地域の防犯・防災対策の推進 
基本施策１ 

地域社会における男

女共同参画の促進 

（４） メディアにおける人権尊重 

（１）学校教育等における男女共同参画を推進する教

育・学習の充実 
基本施策２ 

男女共同参画を推進

する教育・学習の充実 （２）生涯学習における男女共同参画を推進する教育・

学習の充実 

（１）情報の収集・提供 
基本施策３ 国際的理解と協調 

（２）国際交流・国際協力の推進 

 

 

 

 

基本目標Ⅳ   男女共同参画を推進する体制づくり  

（１）審議会・委員会等への女性の参画促進 

（２）女性が市政へ参画するための支援 基本施策１ 

政策・方針決定過程

における男女共同参

画の促進 

（３）事業所・団体における女性の参画推進 

（１） 庁内の男女共同参画の推進 

（２）庁内における働きやすい職場づくり 

（３）男女共同参画に関する情報提供と調査研究 
基本施策２ 行政推進体制の充実

（４） 推進体制の確立 
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第３章   

 
 施策の展開 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

基本目標Ⅰ 互いに支え合う家庭環境づくり            
基本施策１ 家庭生活への男女共同参画の促進        
基本施策２ 子育てへの支援                
基本施策３ 高齢者、障害者などに対する支援        
基本施策４ 生涯を通じた健康への支援           

基本目標Ⅱ  多様な働き方を支える意識づくり           
基本施策１ 働く場における労働環境条件の整備       
基本施策２ 家庭と両立する労働の促進           
基本施策３ 多様な働き方への支援             

基本目標Ⅲ 互いに人権を認め合う社会づくり           
基本施策１ 地域社会における男女共同参画の促進      
基本施策２ 男女共同参画を推進する教育・学習の充実    
基本施策３ 国際的理解と協調               

基本目標Ⅳ 男女共同参画を推進する体制づくり          
基本施策１ 政策・方針決定過程における男女共同参画の促進 
基本施策２ 行政推進体制の充実              
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基本目標Ⅰ  互いに支え合う家庭環境づくり 
 
 
少子・高齢化や核家族化の進行、離婚率や未婚率の上昇等により家族形態

の変化が進んでいます。男性の中には仕事中心の意識・ライフスタイルが根

強くあり、家事・育児や介護が女性に依存されているのが現状です。「男は

仕事、女は家庭」というような固定的な役割意識にとらわれずに、家族を構

成する男女が互いに協力し合い家庭生活において家族の一員としての責任

を果たすことが大切です。  
また、女性に対する暴力は女性の人権を侵害し、被害者や家族を脅かす大

きな問題であり、被害者への支援対策が求められています。  
 そのため、男女が性別にかかわりなくひとりの人間として尊重され人権を
侵害されることのない社会を構築していくには、個人の意識改革はもとより、

それを支える環境を整備していく必要があります。これらの環境は、「家庭」

や日常生活に包含され、この環境整備を推進する取組みを展開します。  
 

 
 
男女が個性や能力を発揮して仕事をしたり、安心して子どもを生み育てる

ことができる社会を形成するには、仕事などの社会生活と家事・育児・介護

などの家庭生活の両立が図れる仕組みをつくることが必要です。  
 市民意識調査では、「男は仕事、女は家庭」という考え方について、５割
以上が「同感しない」という回答となっています。男女の生き方や家庭生活

に関する考え方については、「男性も家事・育児に積極的に参加すべきであ

る」や「仕事や生き方について多様な選択をすべきである」という回答が８

割を超えているものの「女性が仕事をもつのはよいが家事、育児もきちんと

すべきである」という回答も６割を超えています。また、家庭の中で家事・

育児は女性が主体で、男性は家庭における全体的実権を握っており「参加」

の立場という役割分担意識がみられます。このようなことからも、男性のた

めの学習機会の充実などにより社会的な気運の醸成を図り、積極的に男性が

家庭生活に参画できる取組みを進めます。  
また、配偶者へ対する暴力は被害者を恐怖に陥れ、自立心や自尊心を失わ

せてしまうだけでなく、その暴力を目の当たりにした子どもなど弱者へ連鎖、

拡散していく可能性もあり、被害者や家族の人生を脅かす大きな問題です。

暴力が人権侵害であることを認識することは重要なことであり男女共同参

画社会を形成していく上で克服すべき課題です。発生を未然に防ぐ環境づく

りを進めるとともに相談窓口の充実や関係機関との連携を図ります。  
 

基本施策１－家庭生活への男女共同参画の促進 
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6.0 33.3 22.3 30.6 5.9 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．同感する ２．どちらかといえば同感する ３．どちらかといえば同感しない

４．同感しない ５．わからない ６．無回答

 
資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

 

37.6

23.4

10.2

33.1

51.8

56.7

18.7

46.9

25.6

42.8

31.1

38.6

33.9

28.9

47.4

33.6

14.5

15.4

24.1

13.9

6.8

15.9

7.7

15.3

13.4

30.2

10.3

11.3

8.8

5.9
3.8

4.6

0% 25% 50% 75% 100%

8.女性（妻）が仕事を持って、男性（夫）が家事・育児に専念
するという選択肢があってもよい

7.女性が仕事をもつのはよいが家事、育児もきちんとすべ
きである

6.女性は結婚したら自分自身よりも夫や子どもなど家族を
中心に考えて生活した方がよい

5.男性は一家の中心として家族を一つにまとめ、指導力を
発揮すべきである

4.男性も家事・育児に積極的に参加すべきである

3.仕事や生き方について多様な選択ができるようにすべき
である

2.社会の意識やそれに基づく制度・慣習によって、男女が
仕事や生き方について多様な選択ができていない

1.「男（女）だから」という決めつけは、その人の可能性を閉
じ込めてしまう

１．そう思う ２．どちらかといえばそう思う

３．どちらかといえばそう思わない ４．そう思わない

５．わからない ６．無回答

 
資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

 

 

 ≪男は仕事、女は家庭という考えについて≫

≪男女の生き方や家庭生活に関する考えについて≫
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46.0

6.9

5.5

46.4

36.7

17.8

9.4

3.0

0.3

3.2

1.3

1.9

3.1

14.6

14.0

42.2

2.7

4.5

38.3

61.6

35.5

50.5

65.4

76.4

73.8

61.9

28.4

63.4

33.1

31.8

41.3

33.5

21.6

29.9

31.7

17.6

11.4

14.2

19.3

2.7

10.2

4.9

5.0

4.4

2.4

22.1

9.4

8.1

5.5

4.7

11.3

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

13.家庭において全体的な実権を
握っている人

12.子の教育・就職
（子どもがいる方のみ）

11.妻の就職・転職

10.夫の就職・転職

9.土地・家屋の購入

8.貯蓄・投資

7.家計費管理

6.高齢者の世話、介護
（対象者がいる方のみ）

5.育児（乳児がいる方のみ）

4.食事の後かたづけ、食器洗い

3.食事のしたく

2.洗濯

1.掃除

１．夫 ２．妻 ３．夫婦一緒 ４．家族全員

５．その他の人 ６．わからない ７．無回答

 
資料：平成１8 年度男女共同参画市民意識調査 

 

 

 

 

 

 

 

≪家庭での役割分担について≫
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（１）家事・育児・介護等に対する男性の参画推進 

 ◇家事・育児・介護等の家庭での仕事に対する適正な評価と男性の積極的
な参画を図るための取組みを推進します。  

◇家庭生活における男女の調和のとれた環境づくりを促進します。 

 
【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

男性の家事能力の向上支援 料理教室への男性の参加促進 千代田公民館

子どもの家事手伝い支援 家のお手伝いを進んでする子どもの育成 学校教育課 

男性の介護能力の向上支援 介護教室への男性の参加促進 長寿福祉課 

男性の参画推進 意識啓発活動 広聴広報課 

 

 

（２）家庭内暴力の発生を防ぐ体制づくり 
 ◇配偶者間の暴力や子どもや高齢者の虐待など、暴力防止についての社会

的認識を徹底させるため、広報啓発を行います。  
◇地域住民や被害者の保護にかかわる関係者との連携を促進し、防止体制

の整備に努めます。  
 
【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

配偶者暴力相談支援センター（婦人相談

所内）関連機関との連携強化 ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ対策 

警察署等関連機関との連携強化 

要保護児童対策地域協議会を中心として

関係機関と連携した要保護児童への支援

推進 

家庭相談員による助言・指導 

子ども福祉課 

健康相談、健診、訪問指導等による早期

発見と防止 
健康増進課 

児童虐待防止対策 

学校や民生委員・児童委員等地域での早

期発見と防止 
学校教育課 

高齢者虐待防止対策 
介護関係者や民生委員等地域での早期

発見と防止 
長寿福祉課 

 
※ ドメスティック・バイオレンス：親密な関係にある男女間で行われる身体的・精神的
な暴力のこと  
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（３）相談体制の充実、被害者支援体制づくり 
 ◇人権侵害への対策として、男女共同参画の視点に立った相談事業や関係

機関との連携体制の整備に努めます。  
 ◇子どもや親が気軽に相談できるような体制の充実に努めます。  
 

【事業計画】  
施  策  具体的施策・事業例  担当課  

ドメスティック・バイオレンス等に関す

る相談体制の充実  
被害者支援体制の整備 

関係機関との連携強化  

家庭児童相談の充実 家庭における児童相談および助言・指導  

子ども福祉課

人権相談の充実 人権擁護委員による相談体制の充実  社会福祉課  

子育て相談の充実 子育てに関する相談の充実  健康増進課  

教育支援センターにおける不登校等子ども

の教育に関する相談および指導 

小・中学校における相談体制の充実 

スクールカウンセラー配置による相談体制 

の充実 

教育相談の充実 

いじめホットライン（２４時間体制の電話相

談）の充実 

学校教育課  

 
 
（４）男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し    

◇多様な生き方に配慮した社会制度・慣行の見直しを推進します。  
◇性別による役割分担意識の解消を目指し、意識啓発に努めます。  
 

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

意識啓発活動 広聴広報課 男女共同参画の視点に立った

人権を尊重する意識の啓発 人権擁護委員との協力による啓発 社会福祉課  

学校教育における人権教育の推進 男女共同参画の視点に立った

人権教育の推進 
人権教育に関する研修の充実 

学校教育課 

性別による固定的役割分担意

識の解消 
意識啓発活動  広聴広報課  
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 市民意識調査では、結婚に関する考えについて、「個人の自由だからどち
らでもよい」が３割を占めているものの、「子どもを産み育てるためにも結

婚したほうがよい」等の回答もありました。また、子どもの出生数について

は、４割以上が理想とする子どもの数より実際の子どもの数、または子育て

できると思う数が少ないという回答となっており、「子どもの教育費等経済

的負担が増えるから」、「出産・子育ての身体的・心理的負担が大きいから」、

「仕事と子育ての両立が困難だから」等が主な理由になっています。  
子育てにおいては、男女がそれぞれ大切な役割を担っていますが、女性が

担う「母親」の役割は貴重である一方、女性の役割が「母親」に限られない

ことはいうまでもなく、夫婦における家事や仕事の役割分担をバランスよく

共有することが重要です。また、「誰もが子どもを産み育てることの尊さと

喜び」を理解し、それぞれの立場から、子どもの健やかな成長を見守ってい

ける地域社会を形成していくことが大切です。そのため、子育てにおける男

性の参画の推進、子育てに対する支援を推進していきます。  
 「子育て」については、次世代育成支援地域行動計画に基づき、地域全体
で子育て環境や教育環境および生活環境の整備に努めます。  
 

21.9

19.0

33.1

0.2

8.7

1.2

1.4

8.1

6.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

１．人生をより幸福なものとするために結婚したほうがよい

２．精神的にも経済的にも安定するから結婚したほうがよい

３．家庭を持ち、子どもを生み育てるためにも結婚したほうがよい

４．社会通念上当然のことであり、周囲にも認められるから

結婚したほうがよい

５．個人の自由だから結婚してもしなくてもどちらでもよい

６．自分の将来や自由を束縛するから結婚しないほうがよい

７．良い人に巡り合えるまでは結婚しないほうがよい

８．その他

９．無回答

 
資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

  ≪結婚に関する考えについて≫  
(%) 

基本施策２－子育てへの支援 
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2.6

4.4

27.2

53.0

56.1

37.8

9.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2.実際の子どもの数又は実際に子育てできる
と思う数は何人ですか。

1. あなたの理想とする子どもの数は
何人ですか

１．　4人以上 ２．　3人 ３．　2人 ４．　1人 ５．　０人 ６．　わからない ７．無回答

 

41.6 54.7 2.7
0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

理想より実際の数が少ない 理想と実際の数が同じ又は実際が多い わからない 無回答

 

 
 

41.3

21.9

6.8

5.1

11.4

2.8

0.3

66.4

39.9

0.0 25.0 50.0 75.0

１．出産・子育ての身体的・心理的負担が大きいから

２．子どもの教育等経済的負担が増えるから

３．年齢的な理由から

４．仕事と子育ての両立が困難だから

５．子育てに対して配偶者の理解、協力がないから

６．子育てより自分の時間を大切にしたいから

７．欲しいけれどできないから

８．その他

９．無回答

 
資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

 
 

  ≪子どもの出生数について≫

 ≪理想とする子どもの数が、実際の子どもの数より少ないことについて≫  
（％） 
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（１）子どもが健やかに育つ生活環境の整備  

◇男女がともに責任をもって行動し、子育てについて共に担うことができ

るように、学習機会の提供や相談体制の充実に努めます。  
 

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

妊婦教室や乳幼児健診への父親の参加促

進および父親の育児能力支援 
健康増進課 

父親の育児能力の向上支援 

家庭教育手帳の配付 

家庭教育学級の充実 

生涯学習課 

教育相談の充実（再掲） 学校教育課 

はぐくみルームにおける育児相談の充実 健康増進課 

男女が共に、子育てをするた

めの支援 

家庭相談体制の充実（再掲） 子ども福祉課

 
 
（２）地域で支え合う子育ての支援  

◇次世代育成支援にかかわる諸施策を推進するとともに、保育所の充実等

地域における子育て支援体制の充実を図ります。  
◇ひとり親家庭等においては子育てや経済的自立を促進するための施策

の充実を図ります。  
 

 【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

乳児保育、障害児保育、延長保育、一時保

育等の充実 
保育サービスの充実 

統合保育所整備事業による保育サービスの

向上 

子育て支援センターの充実 

育児相談や子育てサークル支援等の事業

の充実 地域子育て拠点事業の推進 

子育て支援の取組みを広めるための広報・

啓発 

放課後児童クラブの運営内容の充実 

子ども福祉課

 

児童の健全育成事業の充実 

 放課後子ども教室の推進 生涯学習課 
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母親クラブなどの組織を支援 

子育ての情報の提供 

 

 

児童館活動の充実 

世代間交流の促進 

子育てサポーターの育成、子育てサロンなど

の子育て機会の提供 

子ども福祉課

子育てネットワークづくり 
未就学児を対象に子育てひろばを開催し子

育てに関する学習・交流活動を推進 
生涯学習課 

児童手当、子育て奨励金 子ども福祉課

医療福祉費制度 国保年金課 
子育てに関する手当等制度の

周知 

幼稚園就園奨励制度、就学援助費 学校教育課 

母子寡婦福祉資金貸付等の経済的支援や

各種制度の周知・活用の推進 
子ども福祉課

ひとり親家庭への支援体制の

充実 
母子家庭・父子家庭医療福祉費助成 国保年金課 

 
※ 子育てサポーター：妊産婦や乳幼児から中学生くらいまでの子どもをもつ親に対して、
出産、子育て、しつけなどについて、友人のような関係で気軽に相談に応じたり、きめ

細かなアドバイス等を行う人  
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高齢化社会の進展に伴い、高齢者の生きがいの充実や社会参加の促進が求

められています。高齢者や障害者の介護については、同居している女性が担

うことが多い現状にあり、男性の介護に対する理解と協力が必要です。  
そこで、高齢者が健康で自立した生活を送るための生きがいづくり、介護

予防対策を推進するとともに、介護における男性の積極的な参画を促すため

の取組みや介護サービス基盤の整備を推進します。  
一方、平成１８年４月に障害者自立支援法が施行され、障害福祉サービス

を利用して障害者が地域、在宅で生活し、自立と社会参加を進めることとな

りました。そのため障害のある男女それぞれのニーズに配慮しながら安心し

て参画できる社会を構築するために、日常生活や社会生活基盤を整備し自立

支援を推進します。  
 

 

（１）高齢者が安心して暮らせる環境づくり  

◇高齢者が要介護状態となることなく生活できるよう、高齢者の健康づく

り活動や介護予防事業を推進します。  
◇男性の介護に対する理解と協力を促し、男女が共に介護に取組む環境づ

くりを推進します。  
  ◇介護に取組む家族の悩みなどに対する相談・支援体制の充実を図ります。 
 
【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

健康手帳の交付 健康増進課
高齢期の健康づくり活動の推

進・支援 
健康教室の開催による生活習慣病予防と健

康保持を支援し、健康に関する相談を実施 

高齢者訪問、転倒防止教室の実施 閉じこもり防止と介護予防事業

の推進 訪問活動の推進 

健康増進課

長寿福祉課

男女が共に介護をするための

支援 
介護教室の開催 

地域包括支援センターの充実 

地域ケアシステムによる地域ケアセンター業務

との連携 

在宅介護支援センター等関係機関との協力

体制の推進 

地域包括支援体制の整備 

 

介護予防事業の推進 

各種介護保険サービス利用の相談・支援 

介護者の悩み相談・支援体制の充実 
介護相談・支援体制の充実 

県の相談センターや保健所等各相談機関と

の連携強化 

長寿福祉課

基本施策３－高齢者、障害者などに対する支援  
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（２）高齢者の社会参画促進 

◇高齢者が生きがいを持って健やかな生活を送るために、男女を問わず社

会に参加し、活動できる組織の整備を推進します。  
◇高齢者のもつ高い就労意識と技能経験を生かした就労を支援します。  
 

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

高齢者大学講座の開催 生涯学習課 

生きがいづくり活動の支援 

関係機関との連携による高齢者の活動支援 

就労支援 シルバー人材センターの活動支援 

長寿福祉課 

 
 

（３）障害者自立支援の推進 

◇障害のある男女へ配慮しつつノーマライゼーションの理念に基づいた

まちづくりを進め自立した生活が送れるよう地域の支援体制づくりを

推進します。  
◇自立支援および各種就職支援等による雇用機会の充実などを進め，障害

者の社会参加を促進します。  
 

【事業計画】  

施  策  具体的施策・事業例  担当課  
福祉サービス提供体制の充実  
短期入所等の充実 

情報提供の充実 

相談支援事業の充実 

地域生活支援事業の充実 

地域活動支援センター事業の推進 

障害者住宅リフォーム助成事

業の実施 
障害者住宅リフォーム助成事業の継続  

就労支援の充実 
福祉施設や関係機関との連携による就労支

援 

社会参加の促進 スポーツ大会、文化活動への参加促進 

社会福祉課  

発達のおくれのある乳幼児を対象ににこにこ

教室を実施 相談体制の充実 

こころの相談事業の充実 

健康増進課  

 
※ ノーマライゼーション：年齢や障害の有無などにかかわらず、誰もが普通に暮らせ
る社会が正常であるとして、その実現に向けてさまざまな社会条件を整備していこう

とする考え方  
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高齢化社会を迎えて、男女が共に生涯を通して心身ともに健康で充実した

生活を送ることは、社会参画していくための基盤です。そして、男女が共に

それぞれの性や身体、心の特性について理解し、互いに思いやりを持ち、助

け合うことは男女共同参画社会を形成する上での前提条件となります。この

ような点からも学校における性教育の重要性が高まっており、学齢に応じた

適切な教育が求められています。また、情報化社会の進展とともに、人々の

健康への意識の高まりにより、健康に関連する情報が社会に多く普及してい

ます。そのような状況の中で一人ひとりの健康状態や年齢、生活習慣にあっ

た健康管理が必要です。特に女性は、妊娠・出産・育児期があり、男性とは

異なった支援が重要であるといえます。  
これらのことから、男女の特性を理解するための情報や学習機会の提供に

努め、また、各種健康診断の充実など健康増進策を推進します。  
 

 

（１）生涯を通じた健康に関する意識の浸透 

◇お互いの性について正しい知識を得るための健康教育の充実を図りま

す。  
◇女性が生涯にわたって身体的・精神的・社会的に良好な状態であるため

の自己決定権の確立と学習・啓発機会の提供に努めます。  
 

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

思春期における性教育の充

実 
思春期に関する相談及び情報提供の実施 

年代に応じた健康管理の充

実 

思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期に応じ

た健康管理と学習会の充実 

性感染に関する正しい知識の

普及 
性感染症等の正しい知識の周知 

健康増進課

 

 

 

（２）心身の健康保持・増進への支援 

◇次の世代を担う健やかな子どもを産み育てられるよう、母子保健にかか

わる施策を推進します。  
◇生涯を通じて健康で安心した生活を送ることができるよう、健康保持・
増進のための取組みを充実します。  

 

基本施策４－生涯を通じた健康への支援 
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【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

妊婦教室等における母体の保護と保育に関する

知識の普及 

妊産婦健康診査等の充実 

ハイリスク妊産婦等に対する相談・指導の実施 

妊娠・出産に対する支援の

充実 

不妊治療費の助成 

育児相談の充実、育児不安の解消、児童虐待

防止等の心の健康づくり 心身の健康にかかわる相談

の充実 保健師、子育てアドバイザー等による家庭訪問の

実施 

乳がん・子宮がん検診の実施 

骨そしょう症予防教室の実施 健康管理・保健予防体制の

充実 
健康診査の実施および健康相談の充実 

食生活改善推進員による生活習慣病予防のた

めの正しい栄養・食生活の普及、食育の普及、

健康づくり推進 
健康増進体制の推進 

健康運動推進員の育成および活動支援 

健康増進課

児童生徒への食に関する指導の充実 学校教育における健康保

持・増進支援 薬物乱用防止教育の充実 
学校教育課
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基本目標Ⅱ  多様な働き方を支える意識づくり 
 
 
 就労は、人々の生活の経済基盤を形成するものであり、働くことによって
達成感が得られ自己実現につながります。働きたい人が性別にかかわりなく

その能力を発揮できる社会づくりは、男女の基本的人権に深くかかわるとと

もに、少子化が進展し労働力が懸念される現状において、多様な人材の活躍

を促し、経済社会の活力となり男女共同参画社会の実現にとって重要な意味

を持っています。  
「男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の

確保等に関する法律）」等により、採用等における男女平等の確保が図られ

ていますが、男女ともに職業の選択や職場においての不平等意識があり、男

女間の格差が存在していることがうかがえます。また、経済環境などの変化

により個人の働き方も、より多様性を増すと考えられる中、これらの変化に

対応できるだけの能力を発揮する機会を狭めている現状があり、「仕事」と

「家庭」の両立を支援することが重要となっています。  
 そこで、雇用における均等な機会及び待遇を確保するための企業等への働
きかけや男女がともに職場生活と家庭生活、地域生活を両立させ一人ひとり

が自分に合った多様な生き方や働き方を選択できる環境づくりのための取

組みを展開します。  
 
 
 
 「男女雇用機会均等法」において、雇用上の募集・採用・配置・昇進・教
育訓練等に係る男女の差別の禁止など働きやすい環境のための法的な整備

が進んでいることから、これらの法の趣旨を広く市民や事業者に周知すると

ともに、事業者に対して雇用管理の改善を働きかけるなど、就業の場におけ

る男女平等を進めます。  
市民意識調査において、職場での男女の不平等感についての回答のうち、

女性は７割以上が、「賃金、昇進、昇格」、男性は５割以上が「仕事の責任の

求められ方」を挙げています。このような点からも、男女格差解消のための

積極的な取組みと併せ、就業能力を高めていくことが重要です。そのため、

適切な職業選択を促すための意識啓発、情報提供、能力開発等の女性の能力

が十分に発揮できるようにするための施策を推進します。  
さらに、職場におけるセクシュアル・ハラスメントは、女性の就業環境を

悪化させ、能力の発揮を阻害するものであることから、人権侵害であること

を認識し、事業所における防止対策の徹底を図るとともに、被害を受けた場

合の相談体制の充実を図ります。  

基本施策１－働く場における労働環境条件の整備  
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65.6

31.9

27.4

36.2 14.6 13.4

2.1
2.4

0% 25% 50% 75% 100%

2.男性向き、女性向の仕事内容はあると思いますか。

1.仕事をこなす能力に対する男女差はあると思いますか。

１．あると思う ２．どちらかといえばあると思う
３．どちらかといえばないと思う ４．ないと思う
５．わからない ６．無回答

 

 

34.7

31.2

33.2

9.3

8.6

14.4

23.6

18.0

1.9

15.1

21.5

51.6

22.9

32.7

51.6

3.3

11.3

20.7

18.9

13.1

1.5

0.0

35.1

78.6

41.4

32.3

27.7

10.2

4.2

12.6

21.8

12.6

1.4

0.0

58.0

29.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

１．採用時の条件

２．賃金、昇進、昇格

３．能力評価

４．女性は庶務的な仕事など男女で職務内容を
固定的に分ける

５．仕事に対する責任の求められ方

６．研修機会や内容

７．有給休暇の取得のしやすさ

８．育児・介護休暇の取得のしやすさ

９．女性に対して結婚、出産退職などの慣習が
ある

10．転勤や異動  

11．その他

12．無回答
県 男 女

 

資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

  ≪就業について≫  

資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

  ≪職場での男女の不平等感について≫ （％） 

34 



31.3

39.1

32.0

6.6

17.9

12.5

12.3

31.0

11.7

13.2

2.5

7.5

27.2

45.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

１．売春・買春

２．ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ（家庭内で夫などから妻への暴力
（酒によって殴るなど））

３．職場におけるｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ（性的いやがらせ）

４．女性に対するストーカー行為（つきまといなど）

５．冠婚葬祭や地域のつきあいに残る女性に不利な慣習、し
きたり

６．女性の容貌などを競うミス・コンテスト

７．女性の働く風俗営業

８．女性の体の一部や媚びたポーズ・視線を内容に関係なく
使用した広告など

９．女性のヌードを掲載した雑誌

10．痴漢行為

11．「令夫人」、「○○女史」、「未亡人」のように
女性だけに用いられる言葉

12．特にない

13．その他

14．無回答

 

資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

 
（１）男女共同参画の視点に立った職場づくり 

 ◇事業者等への「男女雇用機会均等法」等の普及に努め、雇用管理の公正
な取扱いと、男女の格差解消のための積極的改善措置（ポジティブ・ア

クション）を推進します。  
 

【事業計画】  

施  策  具体的施策・事業例  担当課  

事業者、市民、自治体におけ

る男女雇用機会均等法の定

着の促進  

茨城労働局雇用均等室や関係機関との連

携による周知および意識啓発活動  

市内事業者への労働および

労働福祉関係情報の提供  ハローワークとの連携による情報提供  

観光商工課

（％） 
  ≪女性の人権が尊重されていないと感じることについて≫
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※ 積極的改善措置（ポジティブアクション）：男女が社会の対等な構成員として、自ら
の意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会に係る男女間の格差

を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的

に提供すること。  
 

 

（２）女性の能力を発揮するための支援 

 ◇就業や能力開発のための研修等の情報提供を促進します。  
 ◇働く女性が学習や活動をする場の確保や機能の充実に努めます。  
 

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

事業主等に対する女性の職

種・職域拡大の働きかけ 
関係機関との連携による意識啓発活動 

事業主等への多様な就業形

態、女性活用事例、再雇用

制度等の情報提供 

ハローワークとの連携による情報提供 

能力発揮促進のための情報

収集・提供 

関係機関で開催する研修等の情報収集およ

び提供 

観光商工課 

働く女性の家の活動推進 働く女性の家の機能充実および活動推進 中央出張所 

 

 

（３）働く女性の健康管理措置の促進 

◇女性が安心して働ける職場環境づくりを促進し、母性健康管理に関する

意識啓発を図ります。  
 

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

女性労働者への母性保護お

よび保健に関する情報の周

知と情報提供 

茨城労働局雇用均等室や関係機関との連

携による男女雇用機会均等法、労働基準法

等の周知および母性健康管理に関する意識

啓発の推進 

心身の健康を害する労働条

件や環境に対する是正の要

請 

関係機関との連携による意識啓発活動 

観光商工課 

関係機関との連携による意識啓発活動 観光商工課 
パートを含むすべての女性労

働者への健康診断の周知 
健康診断の充実 健康増進課 
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（４）セクシュアル・ハラスメントの防止対策の推進 
◇職場におけるセクシュアル・ハラスメントなどの人権侵害を防止する対

策が図られるよう啓発し、防止対策を推進します。  
 

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

セクシュアル・ハラスメント、パ

ワー・ハラスメント防止対策 

茨城労働局雇用均等室や関係機関との連

携による事業主への防止対策の推進および

意識啓発活動 

観光商工課 

 

※ セクシュアル・ハラスメント：性的嫌がらせのこと。略して「セクハラ」などと使わ
れる。職場でのセクシュアル・ハラスメントについては「相手の意に反した性的な性質

の行動をいい、それに対する対応によって仕事を遂行する上で一定の不利益を与えたり、

それを繰り返すことによって職業活動を著しく悪化させること」とされている。  
 
※ パワー・ハラスメント：職権などのパワーを背景にして、本来の業務の範囲を超えて
継続的に人格と尊厳を侵害する言動を行い、就業者の働く関係を悪化させ、あるいは雇

用不安を与えること。  
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女性は職業の有無にかかわらず、家事・育児等の家庭責任の多くを担って

おり、働く女性にとっては大きな負担となっています。男女が共に仕事と家

事・育児・介護等を両立できるように、多様な勤務形態を可能にする条件整

備が必要です。また、通勤時間の長時間化、勤務形態の多様化の中、核家族

の進行により、地縁・血縁による育児支援等の機能が低下している現状にあ

ります。  
 市民意識調査では、女性が働きやすい施策について「保育や介護の体制を
充実する」、「職場環境整備」、「育児・介護休業制度」等が挙げられています。

このようなことから、男女が共に仕事と家庭の両立を図るための支援を展開

するとともに、労働者の権利についての啓発や学習機会を提供し、社会全体

で家庭と職場の両立支援に取組めるような環境整備に努めます。  
 

 

56.9

30.2

26.5

14.4

3.4

4.7

7.5

1.1

5.5

60.0

31.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

１．仕事と家庭の両立を支援するための
保育や介護の体制を充実する

２．企業が、男女ともに家庭と仕事を
両立できる職場環境を整える

３．労働時間を短縮したり、在宅勤務、フレックスタイム
の導入等を企業に働きかける

４．育児・介護休業制度の一層の充実を図る

５．男性が、家事等に参加することへの抵抗感をなくす

６．男性が、企業中心の生き方、考え方を改める

７．男性同士が考えを交換できるような機会を充実する

８．男性に対する啓発活動を充実する

９．女性が男性に経済力や出世を求めないようにする

10．その他

11．無回答

 

資料：平成 18 年度男女共同参画市民意識調査 

 

 

 

  ≪女性が働きやすい施策について≫ （％） 

基本施策２－家庭と両立する労働の促進 
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（１）職場と家庭の両立の支援 

◇育児・介護休暇制度の普及啓発や利用促進を図り、仕事と家庭の両立を

支援し、男女が共に働きやすい職場づくりを推進します。  
◇仕事と子育てや介護の両立に係る負担感を緩和し、安心して子育てや介

護ができるような環境づくりを推進します。  
 

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

関係機関との連携による育児・介護休業法

の周知および普及啓発活動 
育児・介護休業制度の利用

促進 
事業所への育児・休業制度の整備促進と取

得しやすく、職場復帰しやすい環境づくりの

推進 

関係機関との連携による両立支援策に関す

る情報提供および普及啓発活動 

母性健康管理に関する意識啓発および妊

娠、出産、授乳期における女性の保護の

周知  

事業所への普及啓発 

労働時間短縮促進のための啓発  

観光商工課 

保育サービスの充実（再掲） 

放課後児童クラブの充実（再掲） 

子育てに関する相談支援体制の整備（再

掲） 

放課後児童クラブの充実（再掲） 

 

子ども福祉課 

 子育て支援体制の充実 

放課後子ども教室の推進（再掲） 生涯学習課 

各種介護保険サービス利用の相談・支援

（再掲） 
介護支援体制の充実 

介護者の悩み相談・支援体制の充実（再

掲） 

長寿福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39 



 

 

 

女性の自立意識や就業意欲の高まりとともに、能力発揮のための多様な就

業の場の確保、環境づくりが必要となっています。また、現在の社会環境の

変化や女性の就業の状況から、起業や経営に必要な能力の向上と再就職への

支援の必要性は、大きなものとなっています。そのため、多様な働き方を可

能にする就業条件や起業・経営に必要な法律知識やノウハウ面と再就職に対

する支援策を展開します。  
 農林水産業・商工業等の自営業を営む女性は、生産や経営管理の担い手と
して、また、家庭生活、地域生活の担い手として重要な役割を果たしていま

す。生産や経営活動、地域づくりをはじめ、方針決定の場において積極的に

意見を反映させていくことが重要です。緑や水、ゆとりある空間等、市内の

優れた自然資源を保全しながら定住性を高める快適な生活環境を実現する

ことが課題となっています。そのため、その労働に対して適正な評価をし、

主体的に能力を発揮できるような環境整備を進めます。  
 
 
（１）多様な働き方を可能にする就業条件の整備 
 ◇女性の自立意識や就業意欲が高まっており、就業機会の確保や就労者の

福利厚生の充実などの環境整備を促進します。  

 【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

パート、臨時、派遣労働者へ

の労働情報の提供 
ハローワークとの連携による情報の提供 観光商工課 

就労者の支援体制の整備 働く女性の家の充実による福利厚生の推進 中央出張所 

 
（２）起業、再就職に対する支援 

◇起業に必要な法律知識や経営のノウハウ等起業のための能力向上と再

就職を支援します。  

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

職業能力向上を図る各種研修

の実施、情報提供 

再就職支援セミナー等の紹介、県の労働関

連部局との連携による情報提供 

起業の支援 

起業セミナーの紹介、起業相談の実施 

県及び商工会と連携した事業資金制度の

紹介 

就労に関する情報の提供 ハローワークとの連携による情報の提供 

観光商工課 

 

基本施策３－多様な働き方への支援 
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（３）農林水産業・商工業等の自営業における男女が共に働きやすい環境整備 

 ◇家族従業者として働く女性の経営参画や就業条件の整備等についての
意識啓発を促進します。  

 ◇農業後継者を確保する体制の整備を推進します。  

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

農業関係団体委員等への女

性登用・参画の啓発 
意識啓発活動  

女性農業士の活動支援 
農業農村男女共同参画地域

推進事業の促進 農業改良普及センター等の関連機関との連

携 

経営・方針決定の場における

共同参画の促進 
家族経営協定事業の拡充 

農業経営に関する各種講演会

の開催 

農業改良普及センターやＪＡとの連携による講

演会の開催 

農林水産課

農業委員会

 

農業後継者に対する配偶者対

策 
配偶者確保のための結婚相談活動推進 農業委員会

働きやすい環境の整備のための啓発 

休日を意識づけるための積極的な啓発 

商工会と連携した情報の提供や相談体制の

充実 

商工業等の自営業従事への

支援対策 

中小企業のための低利融資制度の充実 

観光商工課

 
※ 女性農業士：自家農業に従事し、家計運営を担う概ね３５歳から４５歳の女性であっ
て、満６０歳まで女性農業士として活動できると認められる女性農業者のこと。農業経

営、農家生活の向上に意欲的に取組み、他の模範となる女性農業者、農村女性グループ

等の集団に属し、地域女性および農業青年等から信望が厚く、かつ女性リーダーとして

指導性に富む女性農業者  

※ 家族経営協定：家族経営が中心となっている我が国の農業において、家族一人ひとり
の役割と責任を明確化し、男女を問わず意欲をもって取り組めるようにするため、農業

経営を担っている家族の皆が話し合って農業経営の方針、労働報酬、休日、労働時間、

経営委譲等について文書で取り決めるもの。協定を締結することにより、家族の間に新

しい信頼関係が生まれ、経営におけるそれぞれの役割分担や位置付けが明確になる。  
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基本目標Ⅲ  互いに人権を認め合う社会づくり 
 

 
男女がさまざまな分野に参画することによって、その中で多様な価値観に

より、新たな地域社会のあり方が求められます。その中で、それぞれがバラ

ンスのとれた生き方を模索し、地域を構成する市民や関係団体が、より良い

関係を保ちながら男女が共に活動できる環境整備を促進します。  
また、情報化が進展する中で多様なメディアからの情報は多大な影響を及

ぼします。男女の人権の尊重にかかわる情報の発信に配慮するとともに、情

報を受ける側も、主体的に解釈し、活用する能力を持つことも必要なことで

あると考えます。  
また、男女共同参画社会の形成は、国際的な取組みと歩調を合わせて進め

られているものであり、より一層の国際協力、国際交流を推進していく必要

があり、地域レベルでの活発な活動を促す取組みを展開します。  
 

 

 

 
各個人が、職場・家庭・地域の中で、それぞれの価値観により、それぞれ

がバランスのとれた生き方を模索している中、各地域活動においても男女間

に固定的な役割分担、意識差がみられます。男女共同参画社会を形成する上

では、仕事と家庭という個人の大きな活動単位を支える地域社会の構築が必

要となり、また、地域社会には無限の力があると考えます。  
市民意識調査において、地域活動内容として、市では、男性は町内会活動

が特に多く、女性は「子ども関係」が多いという傾向がみられます。その特

徴を生かし、地域社会における男女の役割について共通認識を浸透させ、地

域や世代間の交流・連携強化による豊かな人間性を育む環境づくり、人材育

成、そして人権侵害、防犯体制の整備などの地域力をさらに伸ばす取組みを

進めます。  
また、メディアにおける影響は多大なものであり、表現の自由を尊重しつ

つも男女の人権が尊重されるよう配慮と理解を働きかける必要があります。

一方、メディアからの情報を男女が読み解き自己発信する能力（メディア・

リテラシー）の向上に努めます。  
 
 
 

基本施策１－地域社会における男女共同参画の促進 
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１．まちづくり関係

２．自然環境保護関係

３．子ども関係

４．高齢者関係

５．障害者関係

６．安全・安心な生活関係

７．健康や医療関係

８．スポーツ・文化関係

９．災害関係

10．町内会関係

11．その他

12．無回答

県 市（男） 市（女）
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１．家庭生活又は地域活動よりも、仕事に専念している

２．家庭生活又は地域活動にも携わっているが、あくまで仕事

を優先させている

３．家庭生活又は地域活動と仕事を同じように両立させている

４．仕事にも携わっているが、家庭生活又は地域活動を優先さ

せている

５．仕事よりも、家庭生活又は地域活動にほぼ専念している

６．よくわからない

７．無回答 県 市（男） 市（女）

 
 

資料：平成１8 年度男女共同参画市民意識調査 

≪町内会やボランティア活動について≫

≪地域活動内容について≫

≪仕事に就いている方の生活形態について≫

(%) 

(%) 
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（１）男女が共に参画する地域活動の促進 

◇男女が共に協働する地域コミュニティを形成するための意識を啓発し

ます。  
◇地域社会活動として福祉活動や環境問題への取組みに対する男女の参

画を促進します。  
◇男女が共に地域活動に参画するための機会や情報を提供します。  

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

地域コミュニティ活動参加促進 
地域活動への参加促進 

意識啓発活動 
広聴広報課 

学校行事等への参加促進 
各学校からの呼びかけ、広報等を通した啓

発 
学校教育課 

福祉活動への参加促進 
関係機関との連携によるボランティア活動

参加の促進 
関係各課 

緑化推進事業および環境美化活動支援 

市内一斉清掃、霞ヶ浦や流入河川のごみ

清掃への参加促進 
環境問題への取組みに対する

参加促進 

地球温暖化防止活動支援 

環境保全課 

市民が身近に利用できるコミュニティバス運

行の充実 
企画課 

地域集会施設などのコミュニティ施設の整

備支援 
広聴広報課 地域交流の促進 

地区公民館主催の合同運動会への支援 霞ヶ浦公民館 

 
※ コミュニティ：ふれあいや共同の活動、共通の経験を通して生み出されるお互いの連
帯感や信頼関係に基づく集団のこと 

※ コミュニティバス：民間の公共交通を利用しにくい地域住民の足を確保するため、自
治体が運営主体となり、バス会社等に委託するなどして運行するバスのこと。 
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（２）人材育成と地域活動支援の充実 

◇男女が共に参画し、多様な地域活動を充実したものとするために人材の

育成や活動に対する支援の充実に努めます。  

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

地域ボランティアの育成 
人材育成の促進 

地域リーダーの育成 

各種団体の活動支援 

関係各課 

ＮＰＯの活動支援 地域の活動支援 

まちづくり推進事業の促進 
広聴広報課 

 

※ ＮＰＯ（Non Profit Organization）：行政・企業とは別に社会的活動をする非営利の
民間組織のこと。平成１０年、これに法人格を与え、活動を支援するための「特定非営

利活動促進法」（NPO 法）が成立し、福祉、まちづくり、男女共同参画、環境など様々
な分野で活動を行っている。 

 

 

（３）地域の防犯・防災対策の推進 

◇わいせつ行為、ストーカー行為などの地域における人権侵害や犯罪につ

いて地域や関係機関、行政が力を合わせて防犯対策を推進します。  
◇男女が共に安全に暮らせる地域社会を推進するため、交通安全意識の高

揚や地域ぐるみの防犯活動の充実強化に努めます。  
◇消防・防災など地域における安全を確保するための施策を推進します。 

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

意識啓発活動 
地域の人権侵害防止対策 

相談体制の充実 
社会福祉課

学校と地域の協力による「子どもを守る１１０番」

の拡充 
学校教育課

自主防犯組織の結成支援 

防犯連絡員の活動支援 

地域の防犯体制の充実 

警察との連携強化 

交通安全関連団体との連携による交通安全運

動、パトロールの実施 

総務課 

地域の交通安全対策 

交通安全教育の充実 学校教育課

自主防災組織の結成、活動支援 総務課 

婦人防火クラブ、少年消防クラブﾞの育成支援 

女性消防団員による火災予防の普及 
消防本部 地域の消防、防災体制の充

実 
事業所、市民を対象にした応急手当、救命講

習会の実施 

消防本部 

健康増進課
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（４）メディアにおける人権尊重 
 ◇男女共同参画の視点に立ち、男女の人権に配慮した情報の発信に対する

理解と配慮を促進します。  
◇情報を活用できる能力（メディア・リテラシー）向上のための啓発活動

を推進します。  

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

男女の人権に配慮した情報発信に対する理解

と配慮の意識啓発 メディアにおける男女の人権

尊重の働きかけ 市広報誌、ホームページにおける男女の人権を

尊重した表現の推進 

情報を活用できる能力向上のための広報啓発 

広聴広報課

メディア・リテラシー向上の促

進 学校教育における情報教育の推進 学校教育課

 

※ メディア：マスメディアといわれる新聞、書籍、テレビ、ラジオ、映画などのほか、
新たな情報伝達手段であるインターネット等も含めたものを指しています。 

※ メディア・リテラシー：メディアを選択し、主体的に読み解き、自己発信する能力の
こと。 
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男女共同参画社会について理解を深めるとともに、男女が互いに認め合い

協力し合うためには、学校教育における男女共同参画の視点に立った教育・

学習の充実が必要です。  
男女がそれぞれの個性と能力を十分に発揮し、社会のあらゆる分野に参画

していくために生涯学習の振興は重要であり、多様化、高度化した学習需要

への対応が望まれています。  
また、学校教育関係者や社会教育関係者に対する男女共同参画に関する理

解の必要性が求められていることから研修の充実を図り、家庭・学校・地域

が協力し、男女共同参画を推進する教育や学習機会の提供を図る取組みを推

進します。  
 
 
（１）学校教育等における男女共同参画を推進する教育・学習の充実 

◇学校において人権を尊重した教育と男女共同参画の視点に立った教育

の充実を図ります。  
◇教職員などに対する研修の充実など、教育環境の整備を推進します。  

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

教育活動全体を通した人権

教育の実施  

各教科の指導、学級活動を通した人権を尊重

する意識や態度の育成 

道徳教育を通した男女平等

教育の実施 
道徳の時間における人権教育の実施 

家庭科教育の充実 
家庭のあり方や家族の人間関係、子育ての意

義等についての学習の推進 

個性を生かし、多様な生き方

を学ぶ教育の促進 

指導方法、教材・参考資料の選択、進路指導

の充実 

教職員への学習・研修の充

実 

男女共同参画に関する理解促進のための学習

や研修の充実および意識啓発 

学校教育課

 
 
 
 
 
 
 

基本施策２－男女共同参画を推進する教育・学習の充実 
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（２）生涯学習における男女共同参画を推進する教育・学習の充実 

 ◇あらゆる年代の男女が生涯を通じ学習機会を選択できるよう環境を整
備します。  

◇あらゆる年代の男女が生涯を通じスポーツに親しむことのできるよう

環境を整備します。  

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課  
生涯学習フェスティバルの開催など発表の機

会の提供 

生涯学習団体の育成、活動支援 

生涯学習推進人材バンクの活用支援 

「マナビィかすみがうら」による各種講座・教室

の案内 

生涯学習課  
生涯学習機会の充実 

各種講座・教室の開催 関係各課  
総合型地域スポーツクラブを支援しスポーツ

に親しむ機会の提供 

スポーツ団体の育成、活動支援による団体活

動の充実 

スポーツ・レクリエーション活

動の推進 

体育指導委員と連携した指導の強化および

組織の育成支援 

スポーツ振興課
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 国際化の時代に入り、男女共同参画への取組みは、国内だけでなく、世界
各国の目標であり、人権尊重という世界的な協調のもとに展開しています。

あらゆる分野で情報化、国際化が進展する中、諸外国の文化などを理解し尊

重することは男女ともに必要なことであり、また、世界各国の男女共同参画

を目指した取組みや男女をとりまく状況を把握し、国際模範等を理解する必

要があります。そのため、情報の収集や国際交流を推進する取組みを展開し

ます。  
 
（１）情報の収集・提供  

◇男女共同参画に関する取組みや現状について国際理解を深めるために、

情報を収集・提供を行います。  

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

男女共同参画に関する国際的動向について

の情報収集および提供 
海外の男女共同参画に関する

情報の収集と提供 
国際基準等の広報 

広聴広報課

 
 
（２）国際交流・国際協力の推進  
◇国際交流、国際協力を図るための施策を推進します。  
◇広い視野から地域社会や国際社会の理解を深めるための学習環境の整

備を図ります。  

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

県主催の「ハーモニーフライト事業」への参加

支援 国際交流事業の推進 

国際交流事業参加者への助成 

広聴広報課

小・中学校での外国語指導助手（ＡＬＴ）によ

る語学指導と国際文化の普及 
国際理解教育の推進 

中学生の海外派遣事業「少年のつばさ」の実

施 

学校教育課

 
 

 

 

基本施策３－国際的理解と協調 

49 



 

 

基本目標Ⅳ  男女共同参画を推進する体制づくり 
 
社会のあらゆる分野へ共同参画するために必要なことは、計画を立てたり

それを実行していく場に男女が共に責任を持って参画し、男女双方の視点を

取り入れること、いわゆる政策・方針決定過程への参画であり、「男女共同

参画社会基本法」の基本理念として揚げられています。これは、計画を立て

る段階からかかわり、実行していくことで、男女が共に共有することにつな

がります。しかしながら、この分野においても男性が優遇されているという

不平不満が存在しており、女性が市政や政治への参画意識を高められるよう

な取り組みを求められています。女性の施策、方針決定過程への参画を推進

する必要があります。  
 さらに、男女共同参画社会を形成するための取組みは、非常に広い範囲で、
かつ多肢にわたります。この取組みを推進していくためには、市民と行政が

協働で施策を展開していく必要があります。そのため、行政はもとより、市

民、事業所、各種団体等との連携強化および協力体制作りが必要であり、市

の推進体制を充実し取組んでいきます。  
 
 
 
 
社会におけるさまざまな問題に対応するには、審議会など自治体の政策・

方針決定の場へ男女が共に積極的に参画し、意見を反映することが大切です。 
 男女共同参画の視点から、市民参画の機会を拡充するためにさまざまな市
民のニーズに的確に応えることができる仕組みを整備します。市民参画の機

会を拡充するためには性別や就業の有無を問わず参画できるようにするこ

とが必要です。さらに、地域・企業・学校など社会のあらゆる分野で責任あ

る地位に男女が偏りなく就くことを働きかけ、市民・団体・事業所・行政の

パートナーシップによる仕組みづくりに努めます。  
 
（１）審議会・委員会等への女性の参画促進 
 ◇審議会や委員会の委員の選出にあたっては、広い分野からの女性の積極

的な登用を図ります。  

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

女性の参画の推進 各種審議会・委員会への積極的な登用 

人材情報の収集と提供 女性の人材の発掘と情報収集および提供 
関係各課 

基本施策１－政策・方針決定過程における男女共同参画の促進 
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（２）女性が市政へ参画するための支援 

 ◇政策・方針決定過程への女性の参画を図るため、市政についての理解や
学習を深める機会を積極的につくり、女性の人材育成を図ります。  

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

市政への参加促進 
市民懇談会への参加 

市民提案制度の充実 
広聴広報課

関係機関で開催する研修等の情報収集および

提供（再掲） 
広聴広報課

女性リーダー育成支援 
女性団体の各種行事への参加および学習機会

の提供 
関係各課 

 

 

（３）事業所・団体における女性の参画推進 

◇事業所及び各種団体等に対して男女共同参画の促進と積極的改善措置

（ポジティブ・アクション）を働きかけます。  

【事業計画】  

施  策 具体的施策・事業例 担当課 

関係機関との連携による職場内慣行や性別に

よる固定的役割分担意識改善のための意識啓

発 
事業所等への女性の参画促

進 
女性管理職登用等の積極的改善措置（ポジテ

ィブ・アクション）に関する情報収集・提供 

観光商工課

地域活動への女性の参画促

進 

自治会やボランティアなど地域組織・団体の方

針決定の場における女性の参画促進 
関係各課 
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男女共同参画社会を実現するための施策は、広範かつ多岐にわたっていま

す。この施策を推進するためには、職員の理解を深めると共に行政の推進体

制の充実に努め、具体的な事業計画に基づき、各課との連携・調整、国や県

などとの連携を図りながら全庁的に取組む体制を整備します。  
 
 
（１）庁内の男女共同参画の推進 
◇市の行政全体に男女共同参画の視点を反映させるため、職員を対象に男

女共同参画についての理解を深め、男女平等の視点を養うための研修機

会や情報提供の充実を図ります。  
◇政策・方針決定過程の場への女性職員の参画を推進します。  

【事業計画】  

施  策  具体的施策・事業例  担当課  

市職員研修の充実  市職員を対象にした男女共同参画に関する

研修、学習機会の充実  
広聴広報課

職員課  
女性職員の職域の拡大と管理職等への登用

推進  女性職員の男女共同参画の

推進  県と連携した女性職員対象の研修、学習機

会の提供  

職員課  

 
 
（２）庁内における働きやすい職場づくり 

◇職場における人権侵害を防止する対策が図られるよう各課の管理職員

が中心となり、啓発、防止対策を推進します。  
◇仕事と家庭の両立を支援し、男女が働きやすい職場づくりを推進します。 

【事業計画】  

施  策  具体的施策・事業例  担当課  
育児休業・介護休暇の周知  育児休業・介護休暇制度の

取得の促進  意識啓発                
職員課  

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハ

ラスメント防止のための職員研修の実施  職場内人権侵害防止対策  
意識啓発  
定時退庁日の実施  家庭や地域活動へ積極的に

参加できる職場づくりの整

備  年次休暇取得の推進  

全 課  

 

基本施策２－行政推進体制の充実 
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（３）男女共同参画に関する情報提供と調査研究 
◇男女共同参画に関する国際的な動向、国や県の取組み、民間団体におけ

る取組みについての情報を収集し、市民に提供します。  
◇男女共同参画施策を効果的に推進していくために、定期的な市民意識調

査を実施し、市民の現状やニーズを把握することに努めます。  

【事業計画】  
施  策 具体的施策・事業例 担当課 

男女共同参画に関する国際基準等の情報の

収集 資料・情報の収集 

国や県、民間団体における取組みの情報収集 

市ホームページによる情報の発信 

広報「かすみがうら」を活用した情報提供 情報の提供 

相談窓口一覧の作成 

調査研究 定期的な市民意識調査の実施 

広聴広報課

 
 
（４）推進体制の確立 

◇「かすみがうら市男女共同参画計画」を推進していくために、「かすみ

がうら市男女共同参画推進委員会」を設置し、関係事業の実施状況の確

認や評価を定期的に行います。  
◇計画をより効果的に推進するために庁内組織の連携強化を図ります。  
◇男女共同参画社会実現のため、市民と一体となった活動を推進するとと

もに、基本計画策定において広く意見を求めるなど市民との連携を図り

ます。  
◇職業生活および地域社会に大きな影響力をもつ事業所や団体等と連携
し、事業の推進を図ります。  

◇男女共同参画実現のため、国や県への働きかけや他市町村・関係機関と

の連携・協力体制の強化を図ります。  

【事業計画】  
施  策  具体的施策・事業例  担当課  

男女共同参画に関する普

及啓発  男女共同参画に関する講演会の開催  

市の取組に対する定期的

な評価の実施  
「かすみがうら市男女共同参画推進委員会」

による進捗状況の確認および評価の実施  
庁内における男女共同参

画推進体制の確立  関係各課との連携強化  

広聴広報課

意見公募手続制度の実施  企画課  
広聴広報課市民との連携  

市民と連携した活動推進  
事業所、団体等との連携  事業所、団体等との連携による施策の推進  
国、県、他自治体等との連

携強化  
市の施策に対する国、県、他自治体等との連

携による情報収集や施策の推進  

広聴広報課
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資料編 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

計画策定経過について             
諮 問 書 
答 申 書 
かすみがうら市男女共同参画推進委員会委員名簿 

法令関係等                  
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年  月 内          容 

平成１８年

４月 
男女共同参画推進委員会設置要項の設置 

 ７月 

男女共同参画社会市民意識調査の実施（アンケート調査発送） 

 ・計画策定の基礎資料とするため市民アンケートを実施 

 ・実施対象者 市内在住の２０歳以上の男女１，５００名 市職員５９９人（全

員） 

 ・抽出方法  平成 18 年６月１日現在の住民基本台帳から無作為抽出 

 ・調査期間  約 1 ヶ月程度 

 ・回収率    一般市民（２５．７％） 市職員７６．３％） 

 １０月 

推進体制の確立  男女共同参画推進委員委嘱（１０名） 

男女共同参画推進会議（各部長８名） 

男女共同参画推進会議検討会検討委員委嘱および任

命（庁内関係各課代表１９名） 

 １１月 

第 1 回男女共同参画推進会議および推進会議検討会（１４日） 

 ・ 男女共同参画計画策定における組織体制、スケジュール等について 

 ・ 研修「男女共同参画について」 

 講師：県女性青少年課副参事 小林俊秀氏 

１２月 

第 1 回男女共同参画推進委員会(１２日) 

 ・ 男女共同参画計画策定に関する諮問について 

・ 研修「男女共同参画について」  

講師： 県女性青少年課男女共同参画担当係長 塙 伸一氏 

平成１９年

１月 
男女共同参画社会市民意識調査報告書完成 

第２回男女共同参画推進会議検討会（１５日） 

 ・ 市民意識調査集計結果について 

 ・ 計画の体系について 

 
 

２月 
 
 
 

第２回男女共同参画推進委員会（２６日） 

 ・ 市民意識調査集計結果について 

 ・ 計画の体系について 

第３回男女共同参画推進委員会および男女共同参画推進会議（２３日） 

・研修「男女共同参画社会はなぜ必要か」  

講師：茨城大学准教授 長谷川幸介氏 

 
 
 

３月 ・同日、推進委員会 
   計画の体系について 

基本理念：「男女
ひと と ひ と

共に生き ふれあい育む豊かなまちをめざして」の実現

に向けて４つの基本目標を掲げる 

計画策定経過について 
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年  月 内          容 

第４回男女共同参画推進会議検討会（２日） 

・計画の体系について 

・計画素案について・・・基本目標Ⅰについて 
７月 

第４回男女共同参画推進委員会（１２日） 

・計画の体系について 

・計画素案について・・・基本目標Ⅰについて 

８月～９月 施策の方向、具体的施策について、各課へのヒアリング実施 

９月 
第５回男女共同参画推進会議検討会（２１日） 

・計画素案について 

１０月 
第５回男女共同参画推進委員会（３日） 

・計画の体系について 

・計画素案について 

１２月 
部長会議（２７日） 

・計画素案について 

・計画（案）の意見公募について 

庁議（４日） 

・計画素案について 

・計画（案）の意見公募について 
平成２０年

１月 

計画（案）の意見公募実施（１月２４日～２月７日） 

２月 

第６回男女共同参画推進委員会（２２日） 

・計画素案について 

・計画（案）の意見公募結果報告 

・男女共同参画計画策定に関する答申書の内容について 

・男女共同参画計画策定に関する答申 

３月 男女共同参画計画の決定 
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平成１８年か広聴諮問第８号 

かすみがうら市男女共同参画推進委員会  

                                      委員長 佐藤 昌廣  様 

 かすみがうら市男女共同参画計画の策定に関する事項について、かすみがうら市男女

共同参画推進委員会設置要項第２条の規定により、意見を求める。 

平成１８年１２月１２日 

                        かすみがうら市長 坪井  透 

 

 

 

平成２０年２月２２日

かすみがうら市長 坪井  透  様  

かすみがうら市男女共同参画推進委員会  
委員長  佐藤 昌廣  

かすみがうら市男女共同参画計画の策定について（答申）  
 

 平成１８年１２月１２日付、平成１８年か広聴諮問第８号により、当委員会に

対し諮問のありました、かすみがうら市男女共同参画計画の策定に関する事項に

つきましては、下記意見を付帯し、原案のとおり答申いたします。  

記  

１．かすみがうら市男女共同参画計画（案）  別紙のとおり  
２．かすみがうら市男女共同参画計画（案）答申にかかわる付帯意見  
 （１）男女共同参画社会に関する意識が市民に浸透するよう、情報提供や意識啓発

に努めること。  
（２）男女共同参画社会づくりの推進のためには、少子高齢化社会への対応が重要

であるため、仕事と家庭の両立や地域における育児、介護支援等の事業の推進

を図られたい。  
（３）男女が共に協働する地域づくりのための意識啓発に努め、地域社会活動への

男女の参画促進を図られたい。  
（４）計画に位置付けられている各施策については、関連機関との連携を図り、計

画的かつ着実に推進すること。  

諮 問 書 

答 申 書 
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平成１８年１０月～ 

役 職 氏 名 所属・役職等 

委員長  佐 藤 昌 廣 
市働く女性の家・勤労青少年ホーム運営委員会

委員長  

副委員長  森 井 た か 子 市女性団体代表者連絡協議会委員  

委 員  桑 原 和 生 元霞ヶ浦町教育長  

委 員  川 俣 和 好 市公民館運営審議会委員  

委 員  松 信 元 司 市体育指導委員長  

委 員  島 田 栄 一 （社）土浦法人会霞ヶ浦地区会青年部副会長  

委 員  髙 橋 千 枝 子 県男女共同参画推進員  

委 員  中 根 美 枝 子 県男女共同参画推進員  

委 員  飯 村 恵 子 女性農業士  

委 員  海 保 真 美 保健師  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

かすみがうら市男女共同参画推進委員会委員名簿  
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かすみがうら市男女共同参画推進委員会設置要項  

平 成 18 年 6 月 1 日  

訓 令 第 53 号  

(設 置 )  

第 1 条  本 市 における男 女 共同 参画 社会 の実 現 を目 指 し、男 女 共 同参 画 に関 する

施 策 の総 合的 な推 進 を図 るため、地 方 自 治法 (昭 和 22 年 法 律 第 67 号 )第 138

条 の 4 第 3 項 の規 定 により、かすみがうら市 男 女 共同 参画 推進 委員 会 (以 下 「委

員 会 」という。)を設 置 する。 

(所 掌 事 項 )  

第 2 条  委 員 会 は、市 長 の諮 問 に応 じ、本 市 の男 女共 同参 画計 画の策定 に関 する

事 項 を審 議 し、その結 果 を市 長 に答 申 する。 

(組 織 )  

第 3 条  委 員 会 は、委 員 10 人 以 内 で組 織 する。 

2  委 員 の選 任 にあたっては、男 女 のいずれか一 方の委員 の数が委 員総 数の 10 分

の 4 未 満 とならないようにしなければならない。 

3  委 員 は、次 に掲 げる者 のうちから市 長 が委 嘱 する。 

( 1 )  学 識 経 験 者  

( 2 )  関 係 機 関 及 び団体 の構 成員  

( 3 )  その他 市 長 が特 に必 要 と認 める者  

(任 期 )  

第 4 条  委 員 の任 期は、2 年 とする。ただし、委 員 が欠 けた場 合 における補 欠 委員 の

任期 は、前 任 者 の残任 期間 とする。 

(委 員 長 及 び副 委員 長 )  

第 5 条  委 員 会 に、委 員 長 1 人 及 び副 委員 長 1 人 を置 く。  

2  委 員 長 及 び副委 員長 は、委 員 の互 選 により選 出 する。 

3  委 員 長 は、委 員 会 の会務 を総 理 する。 

4  副 委 員 長 は、委 員 長 を補 佐 し、委 員 長 に事 故 あるとき、又 は委 員 長が欠 けたとき

は、その職 務 を代 理 する。 

(会 議 )  

第 6 条  委 員 会 は、委 員 長 が招 集 し、委 員 長 が会議 の議 長 となる。ただし、委 員 の

委嘱 後最 初 に開 かれる会 議 は、市 長 が招集 する。 

2  委 員 会 は、委 員 の半数 以上 の出 席がなければ開 くことができない。 

3  委 員 会 の議 事は、出 席 委 員 の過 半数 をもって決 し、可 否 同 数のときは、議 長 の

決 するところによる。 

4  委 員 長 は、必 要 があると認 めるときは、委 員 以 外 の者 に対 し、委 員 会 への出 席

又は資料 の提 出若 しくは調 査 を求 めることができる。 

(庶 務 )  

第 7 条  委 員 会 の庶務 は、広 聴 広 報 課 において処 理 する。 

(その他 )  

第 8 条  この訓 令 に定 めるもののほか、委 員 会 の運 営 に関 し必 要 な事 項は、委 員 長

が委 員会 の会 議 に諮 って定 める。 

附  則  

この訓 令 は平 成 18 年 6 月 1 日 から施 行 し、平 成 18 年 4 月 1 日 から適 用 する。 

法令関係等  

60 



かすみがうら市男女共同参画推進会議設置要項  

平 成 18 年 6 月 1 日  

訓 令 第 54 号  

(趣 旨 )  

第 1 条  本 市 における男 女 共同 参画 社会 の実 現 を目 指 し、男 女 共 同参 画 に関 する

取 組 みを総 合 的かつ効果 的 に推進 するため、かすみがうら市 男 女 共同 参画 推進

会議 (以 下 「推 進 会 議 」という。)を設 置 する。 

(所 掌 事 務 )  

第 2 条  推 進 会 議 は、次 の各 号 に掲 げる事 務 を所 掌 する。 

( 1 )  男 女 共 同 参 画 計画 の策 定及 び推 進 に関 すること。 

( 2 )  男 女 共 同 参 画 に関 する施 策 の企画 及 び推進 に関 すること。 

( 3 )  男 女 共 同 参 画 に関 する関 係 部 課間 の連 絡調 整 に関 すること。 

( 4 )  その他 男 女 共 同参 画の推進 に必 要 な事 項 に関 すること。 

(構 成 )  

第 3 条  推 進 会 議 は、会 長 、副 会 長 及 び推 進委 員 で構 成 する。 

2  会 長 には市 長公 室長 、副 会 長 には総務 部長 を、推 進 委 員 にはその他の部長 職

をもって充 てる。 

(会 議 )  

第 4 条  推 進 会 議 は、会 長 が招集 し、これを主 宰 する。 

(検 討 会 )  

第 5 条  推 進 会 議 に検 討 会 を置 く。 

2  検 討 会 は次の各 号 に掲 げる事 務 を所 掌 する。 

( 1 )  男 女 共 同 参 画 に関 する施 策 の調査 、検 討  

( 2 )  その他 推 進 会 議 に付 議 する事 項 の整 理  

3  検 討 会 は、委 員 長 及 び検 討委 員 で構 成 する。 

4  委 員 長 には、広 聴 広 報 課長 を充 て、検 討 委 員は、各 課 、局 、所 の職 員のうちから

市 長 が任 命 し、かすみがうら市 社 会 福祉 協議 会から検 討 委 員 を委 嘱 することがで

きる。 

5  検 討 会 は、委 員 長 が招集 し、これを主 宰 する。 

(庶 務 )  

第 6 条  推 進 会 議 の庶 務は、広 聴 広 報 課 において処 理 する。 

(その他 )  

第 7 条  この訓 令 に定 めるもののほか、推 進 会 議の運営 に関 し必 要 な事 項 は、会 長

が別 に定 める。 

附  則  

この訓 令 は、平 成 18 年 6 月 1 日 から施 行 し、平 成 18 年 4 月 1 日 から適 用 す

る。 
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日本国憲法（抄） 

公布 昭和２１年１１月３日 

施行 昭和２２年 ５月３日 

(基本的人権の享有) 

第 11 条  国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基

本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。  

（個人の尊重・幸福追求権・公共の福祉）  

第 13 条  すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権

利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要と

する。  

（法の下の平等、貴族の禁止、栄典） 

第 14 条  すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地に

より、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。  

（家庭生活における個人の尊厳と両性の平等） 

第 24 条  婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本と

して、相互の協力により、維持されなければならない。  

２  配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他

の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければ

ならない。  

(教育を受ける権利) 

第 26 条  すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける

権利を有する。  

２  すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義

務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。  

第 27 条  すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。  

２  賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。  

３  児童は、これを酷使してはならない。  

（基本的人権の本質） 

第 97 条  この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努

力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、

侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。  
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男女共同参画社会基本法（抄） 

公   布 平成１１年６月２３日（法律第７８号） 

施   行 平成１１年６月２３日 

最終改正 平成１１年１２月２２日（法律第１６０号） 

 前文 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実

現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、

なお一層の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変

化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか

わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要

な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定

する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将

来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合

的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

   第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か

で活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基

本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。  

一  男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経

済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成

することをいう。  

二  積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲

内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第三条  男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が

性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保され

ることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第四条  男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による

固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響

を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかん
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がみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を

できる限り中立なものとするように配慮されなければならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条  男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方

公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する

機会が確保されることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条  男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の

下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、

行われなければならない。  

（国際的協調）  

第七条  男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有してい

ることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならな

い。  

（国の責務）  

第八条  国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念

（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極

的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国

の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有する。  

（国民の責務）  

第十条  国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念に

のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等）  

第十一条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法

制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第十二条  政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。  

２  政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとす

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会

に提出しなければならない。  

   第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参

画基本計画」という。）を定めなければならない。  

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二  前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項  
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３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作

成し、閣議の決定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画

基本計画を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条  都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男

女共同参画計画」という。）を定めなければならない。  

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の大綱  

二  前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市

町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を

定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条  国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる

施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければなら

ない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条  国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を

深めるよう適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第十七条  国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共

同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な

措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によ

って人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければな

らない。  

（調査研究）  

第十八条  国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関

する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査

研究を推進するように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  

第十九条  国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又

は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の

円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条  国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及

び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の

提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  
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   第三章 男女共同参画会議  

（設置）  

第二十一条  内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条  会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一  男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。  

二  前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画

社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議するこ

と。  

三  前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

四  政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及

び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるとき

は、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  

第二十三条  会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  

（議長）  

第二十四条  議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２  議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条  議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一  内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者  

二  男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命

する者  

２  前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならな

い。  

３  第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の

総数の十分の四未満であってはならない。  

４  第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条  前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、

前任者の残任期間とする。  

２  前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条  会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政

機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その

他必要な協力を求めることができる。  

２  会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する

者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条  この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に

関し必要な事項は、政令で定める。  
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茨城県男女共同参画推進条例 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条－第７条） 

 第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策（第８条－第１８条） 

 第３章 性別による権利侵害の禁止（第１９条） 

 付則 

 人はすべて法の下において平等であり，これまで男女平等の実現に向けた様々な取組が行

われてきたが，今なお，十分に実現されるに至っていない。 

 今後，少子高齢化の進展や経済活動の成熟化，情報通信技術の高度化など社会経済情

勢の急速な変化に的確に対応し，県民ひとりひとりがものの豊かさと心の豊かさをあわせ持つ

新しい豊かさを実感することができる茨城を目指すためには，男女が，社会のあらゆる分野に

おいて，互いの違いを認め合い，互いに人権を尊重しながら，それぞれの個性と能力を十分

に生かし，共に責任を担うことができる男女共同参画社会を早急に実現することが重要であ

る。 

 ここに，男女共同参画社会を実現することを目指して，男女共同参画の推進についての基

本理念を明らかにし，県，県民，事業者等が連携し，一体となって男女共同参画の推進に取

り組むことを決意し，この条例を制定する。 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は，男女共同参画の推進についての基本理念を定め，県，県民及び事業

者の責務を明らかにするとともに，男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定

めることにより，男女共同参画社会の実現を総合的かつ計画的に推進することを目的とす

る。 

 （定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

 (1) 男女共同参画 男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され，かつ，共に責任を担うことをいう。 

 (2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範

囲内において，男女のいずれか一方に対し，当該機会を積極的に提供することをいう。 

 （基本理念） 

第３条 男女共同参画は，男女の個人としての尊厳が重んぜられること，男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと，男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその

他の男女の人権が尊重されることを旨として，推進されなければならない。 

２ 男女共同参画は，社会における制度又は慣行が男女の社会における活動に対して及ぼ

す影響にできる限り配慮し，男女が性別による固定的な役割分担にとらわれることなく多様な

生き方を選択することができることを旨として，推進されなければならない。 

３ 男女共同参画は，男女が，社会の対等な構成員として，県における政策又は民間の団体
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における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として，推進さ

れなければならない。 

４ 男女共同参画は，家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，子の養育，

家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果た

し，かつ，当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として，推進されなけれ

ばならない。 

５ 男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していること及び地域に

おける国際化の進展にかんがみ，男女共同参画は，国際的協調の下に推進されなければな

らない。 

 （県の責務） 

第４条 県は，前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，男女共同参画

の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し，及び実施す

る責務を有する。 

２ 県は，あらゆる施策を策定し，及び実施するに当たっては，基本理念を尊重するものとする。 

３ 県は，男女共同参画の推進に関する施策について，県民，事業者，市町村及び国と相互

に連携して取り組むように努めるものとする。 

 （県民の責務） 

第５条 県民は，職域，学校，地域，家庭その他の社会のあらゆる分野において，基本理念

にのっとり，男女共同参画の推進に努めなければならない。 

２ 県民は，基本理念にのっとり，県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的に協

力するように努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は，雇用等の分野において，基本理念にのっとり，男女共同参画の推進に努

めなければならない。 

２ 事業者は，基本理念にのっとり，男女が職業生活における活動と家庭生活における活動

を両立できるように就労環境の整備に努めなければならない。 

３ 事業者は，基本理念にのっとり，県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的に

協力するように努めなければならない。 

 （男女共同参画推進月間） 

第７条 男女共同参画の推進について，県民及び事業者の関心と理解を深めるとともに，男

女共同参画の推進に関する活動が積極的に行われるようにするため，男女共同参画推進月

間を設ける。 

２ 男女共同参画推進月間は，毎年１１月とする。 

  第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 

 （基本計画） 

第８条 知事は，男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な実施を図るため，

議会の承認を経て，男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 
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 (1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

 (2) 前号に掲げるもののほか，男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するために必要な事項 

３ 知事は，基本計画を定めるに当たっては，県民及び事業者の意見を反映することができる

ように，必要な措置を講じなければならない。 

４ 知事は，基本計画を定めるに当たっては，あらかじめ，茨城県男女共同参画審議会の意

見を聴くほか，市町村の意見を求めなければならない。 

５ 知事は，基本計画を定めたときは，これを公表しなければならない。 

６ 第１項及び前３項の規定は，基本計画の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）につい

て準用する。 

 （広報活動） 

第９条 県は，男女共同参画に関する県民及び事業者の関心と理解を深めるために必要な

広報活動を行うものとする。 

 （調査研究等） 

第１０条 県は，男女共同参画を推進するため，男女共同参画に関する情報の収集，分析及

び調査研究を行うものとする。 

 （男女共同参画の推進に関する教育等） 

第１１条 県は，男女共同参画の推進に関する教育及び学習の充実に努めるものとする。 

 （市町村に対する支援等） 

第１２条 県は，市町村が行う男女共同参画の推進に関する基本的な計画の策定及び市町

村が実施する男女共同参画の推進に関する施策を支援するため，情報の提供，技術的な助

言その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

２ 県は，県が実施する男女共同参画の推進に関する施策について，市町村に対し，協力を

求めることができる。 

 （県民等に対する支援） 

第１３条 県は，県民又は民間の団体が行う男女共同参画の推進に関する活動を支援する

ため，情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 （苦情等の申出及び申出の処理体制の整備） 

第１４条 県民及び事業者は，男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる事項につい

ての苦情その他の意見を知事に申し出ることができる。 

２ 知事は，前項の規定による申出を適切かつ迅速に処理するために必要な体制を整備する

ものとする。 

 （推進体制の整備） 

第１５条 県は，男女共同参画の推進を図るために必要な推進体制の整備に努めるものとす

る。 

（付属機関等における積極的改善措置） 

第１６条 県は，付属機関（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定
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に基づく付属機関をいう。）その他これに準ずるものにおける委員の任命又は委嘱に当たって

は，積極的改善措置を講ずるように努めるものとする。 

 （男女共同参画の状況についての報告等） 

第１７条 知事は，男女共同参画の推進に必要があると認めるときは，事業者に対し，男女

共同参画の状況について報告を求めることができる。 

２ 知事は，前項の規定により把握した男女共同参画の状況を取りまとめ，公表することがで

きる。 

３ 知事は，第１項の規定による報告に基づき，事業者に対し，情報の提供その他の必要な

措置を講ずることができる。 

 （男女共同参画の状況等の公表） 

第１８条 知事は，毎年，男女共同参画の推進に資するため，男女共同参画の状況，県が講

じた男女共同参画の推進に関する施策等について公表しなければならない。 

  第３章 性別による権利侵害の禁止 

第１９条 何人も，セクシュアル・ハラスメント（性的な言動により当該言動を受けた個人の生

活環境を害すること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える

ことをいう。）を行ってはならない。 

２ 何人も，配偶者等に対し，身体的又は精神的な苦痛を与えるような暴力的行為を行って

はならない。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成１３年４月１日から施行する。 

 （茨城県行政組織条例の一部改正） 

２ 茨城県行政組織条例（昭和３８年茨城県条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

  別表 １ 知事の付属機関の表中  

「  
 
 
   

 
茨城県青少年健全育成

審議会  
  

 
青少年の健全な育成に関する重要事項及びその総合的施

策の樹立について必要な事項を調査審議すること。  
  

                                                        

 
 
 を
 
」   

「  
 
  
 
 
 
 

 
茨城県男女共同参画審

議会  

 
茨城県男女共同参画推進条例（平成 13 年茨城県条例第 1
号）に規定する事項その他の男女共同参画に関し必要と

認める事項について調査審議すること。  

 
茨城県青少年健全育成

審議会  

 
青少年の健全な育成に関する重要事項及びその総合的施

策の樹立について必要な事項を調査審議すること。   

 
 
 
 に
  
  
 
」   

 改める。  
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男女共同参画基本計画（第２次）概要  

平成１７年１２月 内閣府男女共同参画局 

第１部 基本的考え方 

○ 第１次基本計画期間中の取組を評価・総括し、新しい基本計画を策定。目指すべき社会の

将来像にも留意。 

 

１． 男女共同参画基本計画の基本的考え方と経緯等 

（１） 男女共同参画基本計画 

   男女共同参画基本法第 13 条に基づき男女共同参画基本計画を策定。 

（２） 第１次基本計画策定後の主な取組 

   平成１３年に男女共同参画会議、男女共同参画局を設置。男女共同参画会議において、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針等の調査審議、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の実施状況の監視及び政府の施策が男女共同参画社会の形

成に及ぼす影響の調査を実施。 

（３） 男女共同参画基本計画改定の経緯 

   平成１６年７月、内閣総理大臣より男女共同参画会議に対し、男女共同参画基本計画を

策定していく際の基本的な考え方について諮問。平成１７年７月、「男女共同参画基本計画改

定に当たっての基本的な考え方―男女がともに輝く社会へ―」を答申。同答申を踏まえ、政府

において男女共同参画基本計画を改定。 

 

２．男女共同参画基本計画（第２次）の構成と重点事項 

（１） 男女共同参画基本計画(第２次)の構成 

 第１部：男女共同参画基本計画の基本的考え方と構成、重点事項 

 第２部：１２の重点分野毎に、施策の目標、施策の基本的方向（平成３２年（西暦 2020 年）ま

で）、具体的施策（平成２２年（西暦２０１０年）度末まで）を記述。平成２２年（西暦

2010 年）度には、計画全体について見直しを行う。 

 第３部：総合的・計画的推進のための体制の整備・強化 

（２） 男女共同参画基本計画（第２次）の重点事項 

① 2020 年までに、指導的地位に女性が占める割合が少なくとも 30％程度になるよう期待し、

各分野における取組を推進する。その際、ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）が 2005
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年において８０か国中４３位であり改善が進んでいないことも踏まえ、管理職への女性の登

用などにつき、それぞれの分野における達成状況を常に検証しつつ施策を進める。 

② チャレンジしたい女性が、いつでも、 どこでも、誰でもチャレンジできるよう、女性のチャレ

ンジ支援策を更に推進する。その際、女性のチャレンジの実態を把握するための指標の開

発と普及を行う。また、一旦家庭に入った女性が再チャレンジ（再就職、起業等）したい場

合の支援策を充実する。さらに、育児等を理由に退職した者が再就職する場合に、正社員

も含めて門戸が広がるよう、企業等の積極的な取組を促す。 

③ 雇用分野において実質的な男女の均等を確保するための方策についての検討の結果を

踏まえ適切に対応し、更なる男女雇用機会均等の推進を図る。 

④ 男女が安心して子どもを産み育て、家族としての責任を果たすことができる社会を形成し

ていくことは重要である。仕事と家庭・地域生活の両立支援策を推進するため、特に男性も

含めた働き方の見直しを大幅かつ具体的に進める。短時間正社員など公正な処遇が図ら

れた多様な働き方の導入を目指す。公務員については、常勤の国家公務員に育児・介護

のための短時間勤務制度を導入する。 

また、短時間労働者への厚生年金の適用の在り方について、検討を進める。 

⑤ 新たな取組を必要とする分野（科学技術、防災（災害復興を含む）、地域おこし、まちづく

り、観光、環境）における男女共同参画を推進する。 

⑥ 生涯を通じた健康の保持増進を図るに当たり、性差に応じた的確な医療である性差医療

を推進する。 

⑦ 男女共同参画社会の形成の男性にとっての意義と責任や、地域・家庭等への男性の参

画を重視した広報・啓発活動を推進する。 

⑧ 学校、家庭、地域、職場など社会のあらゆる分野において男女平等を推進する教育・学

習の充実を図る。また、生涯学習社会の形成を促進するための施策を講じることを通じて、

2015 年までにすべての教育レベルにおける男女格差を解消することを達成目標としている

2000 年のミレニアム国連総会で合議された「ミレニアム開発目標」の実現に努める。 

⑨ 社会的認識の徹底等女性に対する暴力を根絶するための基盤整備を行うとともに、暴力

の形態に応じた幅広い取組を総合的に推進する。 

⑩ 本計画に掲げた分野を含むあらゆる分野において男女共同参画の視点に立って関連施

策を立案・実施し、男女共同参画社会の実現を目指す。 

 

第 2 部  施策の基本的方向と具体的施策（抜粋） 

１．政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
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２．男女共同参画の視点に立った社会制度・観光の見直し、意識の改革 

３．雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 

４．活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立 

５．男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援 

６．高齢者等が安心して暮らせる条件の整備 

７．女性に対するあらゆる暴力の根絶 

８．生涯を通じた女性の健康支援 

９．メディアにおける男女共同参画の推進 

１０．男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

１１．地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 

１２．新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進 

  （科学技術、防災・災害復興、地域おこし、まちづくり、観光／環境） 
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